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はじめに 
 

企業が倒産したときは、大企業の場合には再建型の法的整理である会社更生

手続又は民事再生手続の申立てが見られるが、中小企業の場合には破産手続な

どの法的整理の申立ては少なく、その多くが倒産企業と債権者の話し合いによ

って処理する任意整理が行われている。 

任意整理による倒産の処理としては、倒産企業自身はすでに債務処理の能力

も意欲も失っている場合が多く、有力な債権者が中心となった債権者委員会に

よってその整理が行われてきた。ところが、最近においては、倒産企業が弁護

士に任意整理を委任する場合が多くなっている。 

ところで、任意整理が弁護士に委任された場合には、受任弁護士名義の預金

が開設されて、倒産企業の資金、資産の売却代金、売掛金等の回収金が任意整

理の配当財源として入金され管理されているが、租税債権者と預金名義人であ

る弁護士との間において、この預金の帰属をめぐって争いがある。また、任意

整理においては、その配当財源として、倒産企業の資金等が受任弁護士に帰属

するとみられる預り金口座に入金される場合があり、この預り金口座に入金さ

れた資金等の追及として、どのように対応すべきであるかという問題がある。

更には、任意整理の配当財源として、倒産企業の唯一の財産ともいうべき売掛

金等が受任弁護士に信託的に譲渡された場合に、詐害行為として取消請求がで

きるかという問題もある。 

そこで、本稿は、任意整理を弁護士に委任した場合における上記の問題につ

いて考察することとした。 
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第１章 法的整理と任意整理 
 

第１節 法的整理と任意整理 

 

１ 法的整理 

企業が経済的に破綻して支払不能、債務超過の状態になることを、一般的

に、倒産という。企業が倒産すると、その企業の財産を換価などして、債権

者への債務の弁済が行われるが、この処理を裁判所が関与する法律に基づい

た手続によって行うのを「法的整理」(1)という。 

法的整理には、破産法による破産手続、会社更生法による会社更生手続、

民事再生法による民事再生手続及び商法の規定による会社整理と特別清算が

ある。 

破産手続と特別清算は倒産企業の全部の財産を換価して債権者への債務弁

済を行い、倒産企業は無財産となって解体消滅する清算型の手続であり、会

社更生手続、民事再生手続及び会社整理は、債務の一部免除や支払猶予など

が行われて倒産企業の再建を図る再建型の手続である。 

この法的整理は、法律に基づき裁判所が関与することから、公正で厳格な

手続が行われるが、そのため長期間を要し、手続費用の予納(2)が必要である(3)。 

                                 

（１）高木新二郎・中村 清著「私的整理の実務」（金融財政事情研究会）２頁  

（２）司法研修所編［破産事件処理に関する実務上の諸問題］（平成８年）３７頁によ

ると、破産手続予納金についての東京地方裁判所の算定基準は、下表のとおりであ

る。 

負 債 総 額 法  人 個  人 

 ５０００万円未満   ７０万円   ５０万円 

 ５０００万円以上  １億円未満  １００   ８０ 

    １億円以上  ５億円未満  ２００  １５０ 

    ５億円以上 １０億円未満  ３００  ２５０ 

   １０億円以上  ４００  ４００ 

  

（３）破産法１３９条、会社更生法３４条、民事再生法２４条  
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２ 任意整理 

倒産企業の債務弁済について、倒産企業と債権者、債権者相互間における

話し合いにより合意が成立し､その合意に基づいて行われ、裁判所が関与しな

い倒産手続がある。これを法的整理に対して「任意整理」(4)といい、清算型

の任意整理と再建型の任意整理がある(5)。 

任意整理の長所としては、手続が簡易であり、かつ、その処理期間が短い

ことから、整理に要する費用が低く押えられることである。任意整理におけ

る手続は、あくまで実務慣行上のものにすぎないことから、随時、手続の一

部を省略することも可能である(6)。 

任意整理の短所としては、手続の公正かつ公平を確保する制度的な保障が

なく、不正が介入しやすいことである。債務者が財産を隠匿したり、一部の

債権者に弁済することや、債権者委員長などの整理を遂行する者がまず自己

の債権の優先的満足を図ることなどである。更には、事件屋、整理屋が介入

しやすい(7)。 

なお、どの程度任意整理が行われているのか、その実数は不明であるが、

倒産企業のうち法的整理の申立てがされるのはその一部であるので、その多

くが任意整理その他（放置等）により処理されていると推定されている(8)。 

                                 

（４）「私的整理」とか「内整理」ともいわれる（上野久徳著「新・倒産処理と法的技

法」（商事法務研究会）９頁）。なお、高木・中村前掲「私的整理の実務」２頁に

よると、法的整理によらない倒産処理は「私的整理」と呼ぶべきであるとする。  

（５）本稿においては、断らない限り、清算型の任意整理を対象とする。  

（６）伊藤 眞著「破産法〔全訂第３版〕」３６頁、高木・中村前掲「私的整理の実務」

５７頁、清水 直著｢私的整理と裁判上の倒産手続｣（竹下守夫ほか編・裁判実務体

系３会社訴訟・会社更生法〔改訂版〕）１８５頁  

（７）高木・中村前掲「私的整理の実務」５９頁、伊藤前掲「破産法〔全訂第３版〕」

３８頁  

（８）上野前掲「新・倒産処理と法的技法」１４頁、高木・中村前掲「私的整理の実務」

６頁。 

なお、法的整理と任意整理の状況（平成１２年４月～１３年３月）は、次のとお

りとなっている（奈良 武著「倒産対応の基礎知識」（商事法務研究会）３７４頁）。

「任意整理」の件数には、「その他（放置等）」を含むと思われる。 
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３ 任意整理が行われる場合 

企業が経済的に破綻して支払不能になり倒産となった時に、その処理を法

的整理によるか、それとも任意整理によるかは、倒産企業の規模や債権者の

意向などによって決定されるが、次のような場合は任意整理が行われること

が多いといわれている(9)。 

① 法的整理の予納金がない場合 

倒産企業が零細企業の場合、支払不能に陥ったときには、法的整理の申

立予納金と弁護士費用も残っていないこともある。このような場合には、

倒産企業からの法的整理の申立ては不能であり、任意整理によるほかない。 

また、倒産により被害者の立場にある債権者にとっては、どの程度回収

できるかわからない段階において、新たな費用を負担することは、泥棒に

追い銭的な感じをもつのが通常であり、債権者側からの法的整理の申立て

も期待できないことが多く、任意整理が行われることが多い。 

② 債権者がまとまりやすい場合 

任意整理は債権者の同意を得て行われる手続であるから、債権者がまと

まりやすい場合でなければ、その実施は困難である。このため、債権者が

同業者であるか、又は、同じ業界に属するなど、まとまりやすい場合には、

任意整理が行われることが多い。 

③ 法的倒産処理によると支障がある場合 

たとえば、賃借店舗における営業の譲渡代金を債権者に対する主要な配

                                 

単位：件、％ 

法     的     整     理 

民事再生 会社整理 会社更生 破 産 特別清算

 

任意整理

 

合 計 

(4.00) 

 ７５７ 

(0.00) 

   ０

(0.08) 

  １５

(16.92) 

３２０３

(1.44) 

２７２

(77.56) 

１４６７９

(100) 

１８９２６

  

（９）高木・中村前掲「私的整理の実務」３３頁  



461 

当財源として見込んでいる場合において、法的整理を開始すると、その賃

借権の譲渡が極めて困難になる場合などのときは、任意整理が行われる。 

④ 不正な意図がある場合 

事件屋や整理屋が倒産処理によって不正な利を得ようとするときは、倒

産企業を背後で操りながら、すばやく任意整理を開始することが多い。 

 

第２節 任意整理の形態と処理手順 

 

１ 任意整理の形態 

任意整理は、法的な制度ではないので、決まった方式なり形態があるわけ

ではなく、様々な形態が見られるが、大きく分けると、債権者委員会が執行

機関となって任意整理を行う形態と、債権者委員会を設置しないで、倒産企

業の財産の換価処分と各債権者に対する債務弁済（配当）を弁護士に委任す

る形態(10)が見られる。 

任意整理に手慣れた債権者がいる場合、倒産企業が債務整理の能力や意欲

を失っている場合などは、債権者主導による債権者会議が開催され、債権者

委員会が執行機関となって任意整理が行われる(11)。 

倒産に至ることを債務者自身が早くから予見してあらかじめ弁護士に相談

している場合などは、債務者がその整理を弁護士に委任する任意整理が行わ

れることが多い(12)。 

なお、債権者委員会が設置される場合であっても、債権者委員会から弁護

士に委任して財産処分、弁済（配当）等の任意整理を執行させることもあり、

その場合には、債権者委員会は任意整理の諮問機関なり監督機関となること

                                 

（10）高木・中村前掲「私的整理の実務」７４頁、伊藤前掲「破産法〔全訂第３版〕」

３７頁  

（11）高木・中村前掲「私的整理の実務」１３４頁  

（12）高木・中村前掲「私的整理の実務」７５頁  
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が多い(13)。 

 

２ 債権者委員会が執行機関となって行う任意整理の処理手順 

法的整理においては、裁判所への申立て、債権者集会、債権の届出などの

処理手順がそれぞれの法律に定められているが、任意整理においては、どの

ような手順で進めなければならないか法的な定めがあるわけではないので、

倒産企業の規模、債権者の状況、資産の状況などケース・バイ・ケースによ

り、債権者会議及び債権者委員会の回数、債権の届出、配当の回数などが倒

産企業一件一件異なることになる。 

債権者委員会による任意整理の一般的な処理手順としては、ごく簡略化し

ていえば、次のとおりといわれている(14)。 

① 債権者会議の招集 

企業が倒産状態に陥り、債務の整理が必要になったときは、弁護士なり

有力な債権者に相談して、債権者会議を招集する。 

② 債権者会議の開催 

倒産企業としては、倒産に至った経過と残余財産の現況を報告する。出

席した債権者の大部分が同意して任意整理が決定され、債権者委員会の委

員と委員長が選任される。 

③ 債務整理契約の締結 

倒産企業と債権者委員長の間において、任意整理における倒産企業の債

務整理契約が締結される。 

この契約の主な内容は、倒産企業の債務を弁済するため、倒産企業の財

産の処分を債権者委員長に委任すること、あるいは、倒産企業の財産を債

権者委員長に信託的に譲渡することである。 

                                 

（13）高木・中村前掲「私的整理の実務」７４頁  

（14）上野前掲「新・倒産処理と法的技法」１７２頁、高木・中村前掲「私的整理の実

務」７２頁及び１３６頁  
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④ 倒産企業財産の処分 

売掛金等の回収、在庫品等の処分により債権者への配当財源を確保する。 

⑤ 債権額の調査 

債権者委員会が各債権者から届出がされた債権額を調査する。 

⑥ 配当 

第２回目以降の債権者会議において決定された配当率にしたがって配当

が行われ、任意整理が終了する。 

なお、財産処分の都合により中間配当を行い、配当が２回以上に分けて

行われる場合もある。 

 

３ 委任を受けた弁護士による任意整理の処理手順 

債務者から委任を受けた弁護士の行う任意整理は、執行機関が弁護士とな

るものであり、その処理手順も、債権者委員会が執行機関となって行う任意

整理の処理手順に準じるものである(15)。 

 

第３節 任意整理の法的性質および拘束力 

 

１ 任意整理の法的性質 

任意整理の法的性質論は、それ自体としては具体的な問題の解決に貢献す

ることは多くなく、一般的な指針を与えるにとどまるとされている(16)が、大

きく分けると、次の見解がある。 

イ 和解契約説 

任意整理において成立する整理契約は、個々の債権者から債権者委員長

に対して委任状が提出され、債権者委員長が委任状を提出した全債権者の

                                 

（15）高木・中村前掲「私的整理の実務」７４頁参照  

（16）竹内康二著「私的整理手続の構造」（竹下守夫ほか編・裁判実務体系３会社訴訟・

会社更生法〔改訂版〕）２０３頁  
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代理人として債務者との間で整理基本契約といった契約書を作成する場合

もあれば、債権者会議の決議によって整理契約の内容が定まり、それを議

事録という形で書面化する場合もある。また、個別の債権者に整理基本契

約ないし議事録に署名を求めることによってその賛意を明確にする場合や、

債権者から個別に同一内容の整理案に対する同意書を求める場合もあると

いわれている(17)。 

このようなことから、任意整理は、倒産企業と任意整理に同意する債権

者との間の個別の裁判外の和解契約であるする見解である(18)。 

なお、債権者集会における配当率と残債務の免除に同意し、その後に同

行相殺により配当率を超えて回収しても払戻しを請求しないとの決議に同

意した債権者が後になって債権全額の弁済を求めた事案について、「各集

会の決定は、それに同意した債権者を拘束することにより、（倒産）会社

とその債権者との個別的な私法上の一種の和解契約の成立としての性質を

有するものと解することができる」とする裁判例(19)がある。 

ロ 示談説 

整理契約は、和解契約の場合もあり、免除契約もあり、債務の一部免除、

期限の猶予の形式による単独行為もあり、あるいは会社設立という合同行

為もあって一様ではなく、したがって示談であるとする見解である(20)。 

ハ 私的整理信託説 

上記２つの伝統的な見解に対して、近時、和解契約は整理の内容たる合

意についての法律構成ではあっても、整理の手続全体の法律構成にあたる

ものではないとして、信託法理を利用した見解が提唱されている(21)。 

                                 

（17）高木・中村前掲「私的整理の実務」１９４頁  

（18）高木・中村前掲「私的整理の実務」４頁及び１８８頁、上野前掲「新・倒産処理

と法的技法」１９２頁  

（19）東京地裁昭和４９．５．３１判決・判例タイムズ３１２号２３３頁  

（20）羽田忠義著「私的整理法」２９頁  

（21）伊藤 眞著「私的整理の法理（上）」判例タイムズ４４０号１３頁、竹内康二著

「信託を利用した債務整理の実務報告（上）(下)」ＮＢＬ２４５号２６頁・２４９
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すなわち、任意整理を委託する倒産企業を委託者、これを引き受ける債

権者委員長（弁護士などの第三者を含む。）が受託者、任意整理によって

利益を受ける債権者が受益者となる私的整理信託が成立する。受託者たる

債権者委員長は、債権者に公平な配当を実施するという忠実義務と、債権

者の配当に充てるべき財産の散逸を防止し、できるだけ早期に配当を実施

するという善管注意義務を負う。 

 

２ 任意整理の拘束力 

債権者会議の招集通知を受けた債権者が債権者会議に出席するかどうか、

債権者会議で提案された任意整理の整理案に同意するかどうかは、各債権者

の自由である。任意整理の整理契約がどのように債権者を拘束するかは、次

のとおりであるとされている。 

イ 債権者会議に参加して任意整理の整理案に積極的に同意した債権者 

任意整理の法的性質についてどのような見解をとるにしても、同意した

整理案に拘束され、後になって、債権全額の請求をすることは認められな

い(22)。 

ロ 債権者会議に参加して任意整理の整理案に積極的に異議を述べなかった

消極的賛成者 

任意整理契約を和解契約と解する裁判例は、債権者集会等に出席して特

段の異議を述べなかった債権者について、「右各集会でなされた決定は、

少なくともその集会に出席し、その決定に同意した個々の債権者に対して

は、それを拘束する効力を有するものと解しなければならない」(23)として、

整理案に拘束されるとしている。 

ハ 債権者会議に参加して任意整理の整理案に積極的に異議を述べた債権者 

                                 

号３９頁  

（22）高木・中村前掲「私的整理の実務」１９４頁  

（23）東京地裁昭和４９．５．３１判決・判例タイムズ３１２号２３３頁  
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この場合は、債権者会議の決議の効力はその債権者に及ばない(24)。 

ニ 債権者会議に参加しなかった債権者 

任意整理の法的性質を和解契約と解する見解によると、債権者会議に参

加しなかった債権者に及ばないのは当然である(25)。 

これに対して、私的整理信託説によると、整理案の効力が及ぶとするこ

とは原則として不当であるが、例えば、任意整理に参加するように通知し

たにもかかわらず、それに応ぜず、かといって他の独自の権利行使手段も

採らないまま時間が経過し、任意整理終了後しばらくして突然債務者を追

及するような場合には、例外的に、信義則の適用によって、この債権者の

請求を制限することが考えられるとする(26)。 

                                 

（24）高木・中村前掲「私的整理の実務」１９４頁  

（25）高木・中村前掲「私的整理の実務」１９４頁  

（26）伊藤前掲「私的整理の法理（下）」判例タイムズ４４１号３１頁  
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第２章 法的整理及び任意整理における 

租税の徴収 
 

第１節 法的整理と租税の徴収 

 

１ 破産手続と租税の徴収 

（１）破産宣告前に着手した滞納処分の続行 

破産宣告前に差押えに着手しておれば、破産宣告後も換価、配当の滞納

処分を続行することができる（破産法７１条）。 

（２）破産宣告後の交付要求 

破産宣告後は、新たな滞納処分はすることができず、破産管財人への交

付要求をすることになる（最高裁昭和４５．７．１６判決・民集２４巻７

号８７９頁、国税徴収法基本通達４７条関係３９）。 

破産宣告前の原因により生じた租税及び破産宣告後に破産財団に関して

生じた租税は財団債権となり（破産法４７条２号）、交付要求に対して、

破産手続によらないで随時弁済される（同法４９条）。 

 

２ 会社更生手続と租税の徴収 

（１）更生手続開始決定による滞納処分の中止 

更生手続の開始が決定されると、新たな滞納処分は禁止され、既にされ

ている滞納処分は中止される（会社更生法６７条２項）。 

（２）更生手続における租税債権の区分 

更生手続においては、租税債権は次の４つに区分され、更生手続開始決

定後遅滞なく届け出なければならない（同法１５７条）。 

イ 更生手続開始決定前の原因に基づく租税債権は、更生債権となる（同

法１０２条）。 

ロ 租税のほ脱等を図って、更生手続開始決定後に刑罰に処せられ、又は

国税犯則取締法による通告処分を履行した場合におけるほ脱税額で、更
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生債権として届出されなかった租税債権は、劣後的更生債権となる（同

法１２１条１項６号）。 

ハ 更生手続開始決定時に担保提供がされている租税は、更生担保権とな

る（同法１２３条）。 

ニ 更生手続開始決定後に納期限が到来する源泉所得税等は、共益債権と

なる（同法１１９条）。 

（３）更生計画認可と租税の納付 

更生計画認可決定がされると、更生債権となる租税、劣後的更生債権と

なる租税及び更生担保権となる租税は、更生計画にしたがって納付される。 

なお、共益債権となる租税は、更生手続によらないで、随時弁済される

（同法２０９条）。 

 

３ 民事再生手続、会社整理および特別清算と租税の徴収 

民事再生手続が開始されても、滞納処分を制限する規定がなく、租税は再

生手続によらないで、随時弁済する（民事再生法１２２条）とされているの

で、民事再生手続とは関係なく滞納処分を進めることができる。 

また、会社整理と特別清算についても、滞納処分を制限する規定がないの

で、これらの手続とは関係なく、滞納処分を進めることができる。 

 

第２節 任意整理と租税の徴収 

 

１ 債権者会議の招集通知に対する対応 

滞納会社が倒産して、債権者会議の招集通知が送られていた場合、租税債

権者としては、どう対応すべきか。 

債権者会議においては、任意整理による負債処理、債権の一部放棄などが

決議されるが、租税債権については、納税額の一部免除や徴収の猶予などは

法律の根拠なしにはできない。また、租税債権者と納税者との間で、納税義

務の内容や徴収の時期、方法等について和解なり協定をしても無効であると
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解されている(27)。 

したがって、租税債権者としては、債権者会議の招集通知が送られてきて

も、債権者会議に参加する必要はないし、むしろ、参加すべきではない(28)。 

 

２ 債権者会議の決議の租税債権者に対する拘束力 

債権者会議において、債権の一部を配当して、残額を免除するという決議

がされた場合、租税債権者もこの決議に拘束されるか。 

前述のとおり、租税債権者が債権者会議に参加することはないから、債権

者会議の決議に拘束されることはない(29)。仮に、租税債権者が債権者会議に

参加して決議に同意しても、前述のとおり、それは無効であるから、その決

議に拘束されることはない。 

したがって、債権者会議において、債権の一部を配当して残額を免除する

という決議がされた場合であっても、租税債権者はこの決議に全く影響され

ることなく、滞納処分を進めることができる。 

 

３ 任意整理における租税徴収の困難性 

法的整理が開始されると、官報に公告されて、かつ、その旨が租税債権者

に通知される(30)ので、それぞれの手続に対応した徴収措置(31)をとることがで

きる。 

ところが、任意整理が開始されても、法的整理のように、任意整理が開始

された旨の公告なり通知があるわけではないので、いつ任意整理が開始され

たか知ることが困難である。このようなことから、滞納租税の納付を考慮し

                                 

（27）金子 宏著「租税法〔第７版〕」（法律学講座双書）８１頁、福岡地裁昭和２５．

４．１８行裁集１巻４号５８１頁  

（28）浅田久冶郎ほか編「滞納整理実務の諸問題」（ぎょうせい）８２頁  

（29）第１章第３節の２のニ参照  

（30）破産法１４３条、会社更生法４７条、民事再生法３５条、非訟事件手続法１３５

条の２１３８条の１５  

（31）「第１節 法的整理と租税の徴収」参照  
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ない任意整理が開始されると、滞納企業の在庫品等の資産は売却換価され、

売掛金等は回収されて、債権者に弁済（配当）される。そこで、租税債権者

が滞納企業の倒産を知ったときには、すでに任意整理が終了して滞納企業は

無資力、無財産となっていることもあり、その場合には滞納租税の徴収は困

難ということになる。 

 

第３節 任意整理における財産処分の形態と租税の徴収 

 

１ 債権者委員長又は弁護士に財産処分が委任される場合 

債権者に対する配当財源として、倒産企業の資産を売却し、売掛金等を回

収する必要があるが、その形態としては、債権者委員長又は弁護士に財産処

分を委任する場合と、債権者委員長又は弁護士に財産を信託的に譲渡する場

合とがある(32)。 

債権者委員長又は弁護士に財産処分が委任されても、その財産の所有権は

依然として滞納企業に帰属しているので、資産の売却、売掛金等の回収が未

了であれば、滞納企業の財産として滞納処分の執行が可能である。また、財

産処分の委任により債権者委員長又は弁護士が占有している動産又は有価証

券については、第三者が占有する動産等の差押手続（国税徴収法５８条１項）

により差し押えることができる。 

なお、任意整理の委任を受けた弁護士が占有する資産の売却代金、売掛金

等の回収金についての追及については、第４章において検討する。 

 

２ 債権者委員長又は弁護士に財産を信託的に譲渡する場合 

滞納企業の財産が債権者委員長又は弁護士に譲渡されても、第三者対抗要

                                 

（32）羽田忠義著「私的整理と債権者の立場〔３〕」ＮＢＬ１１４号２８頁、伊藤前掲

「私的整理の法理（下）」判例タイムズ４４１号２８頁の注（４９）、浅田ほか編

前掲「滞納整理実務の諸問題」８３頁  
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件（不動産であれば登記、債権であれば確定日付ある債権譲渡通知等）を具

備していない場合は、なお滞納企業の財産として差押えが可能である。 

ところが、譲渡についての第三者対抗要件が具備されている場合は、それ

が倒産企業と債権者委員長又は弁護士との間においては、一定の目的（配当

財源の確保）のための信託的譲渡であっても、対外的には、譲受人（債権者

委員長又は弁護士）に完全に所有権が移転する(33)ので、滞納企業の財産とし

て滞納処分をすることが不可能となる。 

そこで、滞納企業の財産が債権者委員長又は弁護士に信託的に譲渡された

場合の対応については、第５章において検討する。 

 

                                 

（33）大阪高裁昭和５６．３．１３判決・行裁集３２巻２号３８４頁、東京地裁平成元．

４．１２判決・判例タイムズ７１３号１４５頁  



472 

第３章 任意整理における弁護士名義預金の 

帰属認定 
 

第１節 任意整理における弁護士名義預金の帰属認定の必要性 

 

各弁護士会は「業務上の預り金の取扱いに関する会規」を定めて、弁護士が

受任事件の依頼者又は依頼者のために預かった金銭を自己の金銭と区別して管

理するため、預り金口座の開設を義務づけている。 

そのようなことから、企業が倒産して弁護士に任意整理を委任した場合にお

いては、任意整理の事務処理費用、債権者への弁済（配当）資金などの管理の

ために、受任弁護士名義の預金口座に倒産企業の資金、在庫品等の資産の売却

代金、売掛金等の回収金が入金されることになる。 

任意整理における弁護士名義預金の形態としては、①倒産企業の資金等を原

資として弁護士名義の預金口座が開設される場合、②①の預金に第三者の資金

が入金される場合、③倒産企業の資金等が弁護士の預り金口座に入金される場

合がある。 

ところで、預金の出捐者と預入行為者とが異なる場合の預金者の認定につい

ては、出捐者が預金者であるとする客観説、預入行為者が預金者であるとする

主観説、原則として客観説によるが、預入行為者が自己を預金者として表示し

たときは預入行為者が預金者であるとする折衷説がある。判例は、無記名預金、

記名預金を問わず客観説を採用して、これが判例として確定している(34)。徴収

実務においても、客観説によって預金の帰属認定を行うこととしている(35)。 

そこで、客観説に立って、上記の①、②及び③の形態の預金について、それ

が名義どおり弁護士に帰属するのか、それとも預金の原資の出捐者である滞納

会社に帰属するのかを検討する必要がある。そして、その預金が滞納会社に帰

                                 

（34）判例については、第２節の１の（３）において詳述する。  

（35）国税徴収法基本通達６２条関係１７  
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属するのであれば、名義のいかんにかかわらず、滞納処分により差し押え、取

り立てることになる。また、その預金が名義人である弁護士に帰属するもので

あれば、その預金に入金された滞納会社の資金等について、どのように追及し

ていくかを検討する必要がある。 

 

第２節 任意整理における弁護士名義預金の事例 

 

１ 滞納会社の資金を原資として開設された弁護士名義預金の事例(36) 

（１）事案の概要 

滞納会社が弁護士Ｘに任意整理を委任し、Ｘは、その委任事務を遂行す

るために滞納会社から交付を受けた５００万円を原資としてＸ名義の普通

預金口座を開設した。そして、この預金口座には、滞納会社の資産の売却

代金、売掛金等の回収金が入金された。 

国が、滞納会社に対する滞納処分として、本件預金の払戻請求権を差し

押えた。 

これに対して、滞納会社と弁護士Ｘが、本件預金の原資となった５００

万円は滞納会社の負債処理のための弁済資金として弁護士Ｘに前払いされ

たものであるので、預金の帰属に関しての客観説に立ったとしても本件預

金はＸに帰属すると主張して、本件差押えの無効確認を求めて提訴した。 

（２）判決要旨 

弁護士Ｘが滞納会社から任意整理の委任を受け、その弁済（配当）資金

を管理するため本件預金口座を開設し、その預金通帳及び届出印を保管し

ていたが、本件預金の原資は、Ｘが滞納会社から交付を受けた５００万円、

Ｘが滞納会社の資産を売却した代金、滞納会社の債務者から売掛金や請負

代金の支払いを受けた金員等であり、Ｘは本件預金から滞納会社の債権者

                                 

（36）福岡高裁宮崎支部平成１３．７．１３判決（公刊物未登載）、現在、上告中であ

る。  
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への支払い、従業員への給料等の支払いをしてきた。 

ところで、任意整理の委任を受けた弁護士は、その前払費用として委任

者から弁済資金を受領したとしても（民法６４９条）、委任者の債務の弁

済を委任者の代理人として行うことが委任の目的であって、その目的以外

に同弁護士がその弁済資金を自由に処分できるものではなく（その資金を

任意整理事務の趣旨に反して自己の財産とすることはできない。）、善良

なる管理者の注意をもって同弁済資金を管理し（民法６４４条）、委任契

約が解除されたときはその返還義務を負うものである。 

前記事実関係と任意整理目的の委任契約の内容を考慮すると、本件預金

は滞納会社の出捐により、滞納会社の預金とする意思で、Ｘを使者・代理

人として預金契約をしたと認めるのが相当である。 

（３）預金の帰属認定の検討 

イ 金銭の出捐者と預入行為者とが異なる場合に、そのいずれを預金者と

認定するかの基準としては、客観説、主観説、折衷説に大別される(37)。 

客観説は、預入行為者が金員を横領して自己の預金とする場合を除い

て、自らの出捐により自己の預金とする意思をもって金融機関に対して

本人自ら又は使者・代理人・機関を通じて預金契約をした出捐者が預金

者であるとする。 

主観説は、預金債権は指名債権であるので、誰が預金者であるかは契

約理論により決すべきであって、預入行為者が預入に際して他人が預金

者であることを明示的に表示するような特別の事情がない限り、原則と

して預入行為者が預金者であるとする。 

折衷説は、原則として客観説により出捐者が預金者であるが、預入行

為者が自己の預金であることを明示的又は黙示的に表示したときは預入

                                 

（37）榎本克巳著「預金者の認定」（塩崎 勤編・裁判実務体系２２金融信用供与取引

訴訟法）１４頁１６頁２２頁、平出慶道著「預金者の認定と預金の払戻し」（鈴木

禄弥ほか編・金融取引法体系・第２巻預金取引）７９頁９３頁  
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行為者が預金者であるとする。 

銀行は、住所氏名を届けさせるが、預金者が誰であるか、又は預入行

為者が本人か代理人かを特に調査することなく、預入行為者の申し出た

名義で預金を受け入れ、払戻しに際しても、預金証書と届出印とを照合

して間違いなければ、払戻しに応じているのが通常の取扱いであり、銀

行の立場からすると、主観説が望ましい考え方である(38)。 

これに対して、客観説は、預金の原資を出捐した者の保護を重視した

考え方であり(39)、真実の権利者でない者への払戻しをした銀行の保護に

ついては、債権の準占有者への弁済の法理などで対応できるとしている(40)。 

判例は、無記名定期預金(41)について客観説を採用し(42)、その後、記名

式定期預金についても、「預入行為者が右金銭を横領し自己の預金とす

る意思で無記名定期預金をしたなどの特段の事情の認められない限り、

出捐者をもって無記名定期預金の預金者と解すべきであることは、当裁

判所の確定した判例（昭和２９年（オ）第４８５号同３２．１２．１９

第一小法廷判決・民集１１巻１３号２２７８頁、昭和３１年（オ）第

３７号同３５．３．８第三小法廷判決・裁判集民事４０号１７７頁、昭

和４１年（オ）第８１５号同４８．３．２７第三小法廷判決・民集２７

                                 

（38）榎本前掲「預金者の認定」１４頁、平出前掲「預金者の認定と預金の払戻し」

７０、７９頁  

（39）榎本前掲「預金者の認定」１４頁、平出前掲「預金者の認定と預金の払戻し」

７９頁  

（40）最高裁判所判例解説・民事編・昭和５２年度２５４頁（平田 浩執筆）  

（41）無記名定期預金は、主として、ヤミ取引で儲けた者が所得の源をかくすために「タ

ンス貯金」をしているためにインフレーションが進行するおそれのあることを防止

する目的で、昭和２２年に創始されたものである。利子に低率の源泉課税をするだ

けで、預金を無記名とすることによって、総合課税の対象としないことを眼目とす

る。銀行は、預金者の住所氏名を届け出でさせず、ただ印章だけを届けさせておき、

無記名の預金証書を交付し、この証書と届出の印章を呈示した者に元利の支払いを

する仕組みである（我妻榮著「債権各論中巻二（民法講義Ⅴ３）」（岩波書店）

７３５頁）。なお、現在はこの預金は廃止されている。  

（42）最高裁昭和３２．１２．１９判決・民集１１巻１３号２２７８頁  
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巻２号３７６頁）であるところ、その理は、記名式定期預金においても

異なるものではない（最高裁昭和５０年（オ）第５８７号同５３．５．

１第二小法廷判決・裁判集民事１２４号１頁参照）」(43)として客観説を

採用し、客観説が判例として確定している。 

ロ 本件判決は、「いわゆる客観説によれば、自らの出捐により、自己の

預金とする意思で、自ら又は使者・代理人を通じて預金契約をした者を

預金者であるとするものである。これを本件についてみるに、」として、

預金の帰属は客観説に立って行うことをまず宣言して、任意整理の受任

弁護士は滞納会社から交付された資金を自己の財産とすることはできな

いから、本件預金の出捐者は滞納会社であり、滞納会社の預金とする意

思で、受任弁護士を使者・代理人として預金契約をしたとしている。 

本件判決と同じく、預金の原資の拠出者が出捐者であるとする事例と

して、東京高裁平成１２年２月２３日判決(44)（以下、本章において「①

判決」という。）と東京高裁平成１１年８月３１日判決(45)（以下、本章

において「②判決」という。）がある。 

①判決は、滞納会社が債権者Ａの仮差押えの取下げを求めるために、

仮差押えの目的となった不動産の売却手付金の一部を滞納会社の弁護士

Ｂに交付し、Ｂと債権者Ａの弁護士Ｘが協議して「Ｂ及びＸ」名義の定

期預金を開設したところ、この預金を国税局が滞納処分により差し押え

て取り立てたが、これに対して、Ｘがこの預金はＸに帰属するとして、

国に対してその賠償を求めたものである。判決は、本件定期預金は、滞

納会社から債権者Ａへの担保提供の目的で、滞納会社が不動産を売却し

て得た手付金の一部１５００万円を拠出し、これを原資として設定され

たものであるから、その出捐者は滞納会社であり、したがって、本件定

                                 

（43）最高裁昭和５７．３．３０判決・金融法務事情９９２号３８頁と４０頁  

（44）公刊物未登載  

（45）判例時報１６８４号３９頁  
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期預金は、滞納会社を出捐者とし、Ｂ及びＸを使者又は代理人として設

定されたものであって、その預金者は滞納会社であるとした。 

また、②判決は、マンションの管理会社Ａが各区分所有者からの管理

費や修繕積立金等をＡ名義の普通預金に振り込ませて管理し、管理費の

剰余金等をＡ名義の定期預金としていたところ、Ａが破産して当該定期

預金がＡに帰属するのか、マンションの管理組合に帰属するのかが争わ

れた事例である。判決は、当該定期預金の原資である管理費等はＡが区

分所有者から徴収して保管しているものであり、管理を行うべき管理組

合に帰属するものであるから、当該定期預金の出捐者はマンションの区

分所有者全員であり、その預金者は区分所有者の団体である管理組合で

あるとしている。 

ところが、②判決の一審である東京地裁平成８年５月１０日判決(46)

（以下、本章において「③判決」という。）は、当該定期預金の原資が

マンションの管理費の剰余金等であることを考慮しても、管理費等の管

理方法はＡに委ねられており、Ａが自ら預金の出捐者として当該定期預

金契約及び普通預金契約を締結したものであり、当該定期預金及び普通

預金の債権者はＡであるとした。 

また、刑事事件の受任弁護士が１００円を出捐して開設し、滞納者か

ら７７００万円の振込みがあった同弁護士名義預金について、預金の名

義人である弁護士が滞納処分による差押え、取立てに係る預金相当額の

不当利得の返還を求めた東京地裁平成１４年３月１５日判決(47)（以下、

本章において「④判決」という。）は、本件預金口座への７７００万円

の振込みは、刑事事件の弁護士報酬の着手金２０００万円の支払義務と

被害者への弁償等の委任に係る事務処理費用の前払義務の履行として行

われたものであり、着手金と委任に係る事務処理費用とが一緒に入金さ

                                 

（46）判例時報１５９６号７０頁  

（47）公刊物未登載、現在、控訴中である。  
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れた本件預金は、原告自身が手続して開設したものであり、その後にお

ける出金も原告の判断で行い、通帳及び印章の管理も原告が行っていた

もので、これらの各事情に照らせば、本件預金は原告弁護士に帰属する

としている。 

③判決と④判決も客観説に立っていると思われるが、預金の出捐者の

とらえ方が本件判決、①判決及び②判決と異なっている。すなわち、③

判決は、マンションの区分所有者が行った管理費等の振込みは、管理会

社Ａと各区分所有者との間の管理委託契約に基づくものであり、振り込

まれた金員は管理会社Ａが各区分所有者から預かったものではなく、振

込みによって管理会社Ａに帰属し、管理会社Ａがこれの剰余金を原資と

してＡ名義の定期預金をしたものであるから、この定期預金は管理会社

Ａに帰属するという構成を採っていると思われる。また、④判決も、弁

護士費用の着手金の支払いと委任の事務処理費用の前払いとして振り込

まれたのであるから、振り込まれた７７００万円は原告弁護士に帰属し、

原告弁護士が１００円を出捐して開設した本件預金に振り込まれたから、

本件預金は原告弁護士に帰属すると認定しているようである。 

この出捐者のとらえ方の違いは、客観説における出捐者の意義、範囲

が明確にされていない(48)ことから生じるのではないかと考えられる。 

 

２ 滞納会社の資金を原資として開設された弁護士名義預金に第三者の資金が

入金された事例(49) 

（１）事案の概要 

弁護士Ａが滞納会社から任意整理の委任を受けて、滞納会社所有不動産

と滞納会社の代表者Ｘ所有不動産を売却し、滞納会社所有不動産の売却代

金の全額とＸ所有不動産の売却代金の一部をもって滞納会社の債務を弁済

                                 

（48）升田 純著「預金の帰属をめぐる裁判例の変遷」金融法務事情１５５５号２６頁  

（49）東京地裁平成１２．９．１８判決（公刊物未登載）  
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した。そして、Ｘは同人所有不動産の売却代金の残金４２００万円余の管

理処分をＡに委任し、Ａはこれを「Ａ」名義預金（第一預金）に入金した。 

Ａが滞納会社からの預り金７３７万円余を入金して、「滞納会社代理人

Ａ」名義の預金口座（第二預金）を開設し、第一預金から４２００万円余

を第二預金に振替入金した。 

更に、Ａは第二預金の残高５０３４万円余を払い出し、同額を入金して

「滞納会社代理人Ａ」名義の貯蓄預金口座（本件預金）を開設し、滞納会

社従業員の給与資金、Ｘの保証債務返済資金等を払い出した。 

本件預金の残高３０８３万円を滞納処分により差し押えて取り立てたと

ころ、Ｘが本件預金のうち、１８５９万円はＸが出捐したものであるとし

て、損害賠償を求めた。 

（２）判決要旨 

預金債権は、預金口座を開設する際に、預金者と銀行との間で締結され

た預金契約に基づき、一個の包括的な債権として成立するものであり、個々

の預入金ないし出捐者ごとに各別の預金債権が成立するものではなく、預

金債権の帰属については、自らの出捐により、自らの預金とする意思で、

銀行に対して自ら若しくは使者又は代理人を通じて預金契約をした者を預

金者と解すべきである。 

これを本件についてみると、まず、第二預金については、滞納会社の任

意整理を委任されたＡが、滞納会社代理人の名義で、滞納会社の資金を原

資として口座を開設したものであるから､預金者は滞納会社であり、滞納会

社に帰属するというべきである。 

たしかに、第二預金の開設日に入金された４２００万円余はＸの不動産

の売却代金であり、Ｘにおいて、Ｘの個人債務、Ｘの個人保証した滞納会

社の債務を返済し、その残余を滞納会社の債務の弁済資金として提供する

との合意の下に、Ａにその管理を任せたものであるが、このような性質を

有する資金をＡにおいて第二預金に入金することは、滞納会社の預金とし

て一元管理する趣旨にほかならないというべきであり、右金員の入金は、
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第二預金の預金者が滞納会社であるという前記認定を覆すものではない。 

そして、本件預金は、第二預金を貯蓄預金に改めたものにすぎず、預金

者名も同一であるから、これも滞納会社に帰属する。 

（３）預金の帰属認定の検討 

本件における第二預金は、Ａが滞納会社からの預り金を入金して開設し、

滞納会社の任意整理資金管理のための預金であるので、預金原資の拠出者

が出捐者であるという考え方に立つ限り、その出捐者は滞納会社であり、

預金者は滞納会社であるということになる。そして、この第二預金にＸ所

有不動産の売却代金の残金４２００万円が入金され、その残高全部が本件

預金に預け替えされた。 

そこで問題となるのは、第二預金の残高のうち、一部は滞納会社に帰属

する預金であり、残りの部分はＸに帰属する預金と考えるのか、それとも、

滞納会社に帰属する預金に入金されてしまえば、その残高全部が滞納会社

の預金となるのかである。 

判決は、預金債権は、預金者と銀行との間で締結された預金契約に基づ

き、一個の包括的な債権として成立するものであり、個々の預入金ないし

出捐者ごとの各別の預金債権が成立するのではないとする通説(50)の考え

方を示して、第二預金の残高全部が滞納会社に帰属するとした。 

ところで、本件判決と同じ考え方の事例として、東京高裁平成７年３月

２９日判決(51)（以下、本章において「⑤判決」という。）がある。この事

例の概要は、次のとおりである。すなわち、Ｘ会社の代表者Ａは、税務署

対策として、Ｙ銀行にＢ名義の預金口座を開設してこの口座に暫定的に

３０００万円を預金することを企図しＢに協力を求めたところ、Ｂもこれ

に同意したが、Ｂはこの話を聞いたときから、これを利用してＸから金員

                                 

（50）野村重信著「各種の預金」（鈴木禄弥ほか編・金融取引法体系第２巻預金取引）

２５２頁、西原寛一著「金融法」（法律学全集５３）９３頁ほか  

（51）金融法務事情１４２４号４３頁  
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を詐取することを計画し、Ａには無断で自ら１万円を支出してＹ銀行にＢ

名義の普通預金口座を開設し、同時に、Ｂは、預金通帳と届出印鑑がなく

ても預金の払戻しが受けられるように、Ｙ銀行の窓口の行員に対して､

「近々３０００万円が振り込みになるので、入金があったらすぐ引き出し

て定期預金の作成や家族名義の借入金の返済に充当したい。」と言って３

０００万円の払戻請求書を作成、これを窓口に提出し、行員はこの払戻請

求書を後日取扱依頼として預り、Ｂに「お預り証」を交付した。数日後、

ＡはＢとＹ銀行で落ち合い、Ｂに対しＸ振出の額面３０００万円の小切手

を交付し、右預金口座に入金させた上、Ｂから右預金口座の通帳と届出印

鑑の引渡しを受けた（なお、Ｂは口座開設に１万円かかったと言って、Ａ

から１万円の支払いを受けた。）。 

２日後、ＢはＹ銀行に「お預り証」を提出して３０００万円の払戻しを

請求したので、Ｙ銀行はＢに対して右預金口座から３０００万円を払い戻

した。更に２日後、Ａは右預金口座から３０００万円の払戻しを請求した

が、Ｙ銀行がこれを拒否したため、Ｘ会社がその支払いを求めて提訴した

というものである。 

これに対して、判決は、定期預金においては、当該預金の出捐者が自ら

預入行為をした場合はもとより、他の者に金員を交付して定期預金をする

ことを依頼し、この者が預入行為をした場合であっても、その名義は問わ

ず、預入行為者が右金員を横領して自分の預金とする意図で定期預金をし

たなどの特段の事情が認められない限り、出捐者をもって預金者とすべき

であると解されているところ、普通預金においても右の理に変わりはない

と解される。本件において１万円とはいえ、預金開設にあたり右金員を出

捐したのはＢであり、金員詐取の目的でＡに無断で急いで自ら預金口座の

開設を行っており、Ｂの意思としては、自らの預金をする意図であったと

みるのが相当である。したがって、本件預金の開設時の預金者はＢである。

普通預金は、預け入れられた金額は常に既存の残高と合計された一個の債

権として取り扱われ、預入ごとに金額を区分けして取り扱うことはおよそ



482 

予定されていないものであるから、一個の包括的な契約が成立しているも

のと解すべきであり、個々の預入金ごとに各別の預金債権が成立するとみ

ることはできない。そうすると、普通預金契約においては、口座開設当初

の預金者がその後の預入金についても預金者となるといわざるをえない。

したがって、本件預金口座の３０００万円の預金者はＢであるとしている。 

 

３ 滞納会社の資金が弁護士の預り金口座に入金された事例(52) 

（１）事案の概要 

滞納会社は、弁護士であるＸに、「破産の申立て、営業の廃止とそれに

伴う残務処理、倒産に伴う混乱の防止、債権の回収、回収した資産から破

産予納金等の破産申立費用、弁護士報酬、委任事務処理費用を確保するこ

と、回収した資産から破産予納金等の破産申立費用等を除いて残金があれ

ば、破産管財人に引き渡すこと、その他右に関する一切の事務処理」を委

任し、Ｘはこれを受任した（本件委任契約）。Ｘは、本件委任契約に基づ

き、滞納会社の取引先から売掛金１４００万円余を回収し、「Ｘ」名義の

預り金口座に入金した。 

Ｙ税務署長は、滞納会社がＸに対して有する「預入金１４００万円余の

引渡請求権」を差し押えた。 

これに対してＸが、差押えは違法であるとして、その取消しを求めた(53)。 

（２）判決要旨 

本件委任契約に基づいて滞納会社の破産申立てが行われ、破産宣告を受

けた上、破産管財人が選任された場合であって、かつ、本件口座の預り金

                                 

（52）東京地裁平成１２．１２．２１判決・判例時報１７３５号５２頁  

（53）本件事例には、第三債務者であるＸに差押えの取消しを求める法律上の利益があ

るかという本案前の争点がある。判決は、第三債務者は差押処分の違法性について

判断を求める直接的な利益を有するものであり、右利益は行政事件訴訟法９条にい

う法律上の利益に当るとして、Ｘに差押処分の取消しを求める原告適格を認めてい

るが、本稿においては、この争点に対する判断の適否については触れないこととす

る。  
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から破産予納金、弁護士報酬及び委任事務処理費用を支出した残額が存在

する場合、右残額について、Ｘは引渡義務を負うことになるが､それまでの

間は、債権回収等によって得た金銭はＸが保管し使用すべきものであって、

滞納会社はその引渡請求権を有しないものとするのが契約当事者の意思で

あると解する。 

本件差押処分における被差押債権は、本件預入金全額（１４００万円余）

についての引渡請求権であり、しかもそれは、将来発生する債権ではなく、

本件差押処分時に既に発生しているものであるとされているところ、本件

差押処分時においては、滞納会社は右引渡請求権を有していないのである

から、本件差押処分は存在しない債権を被差押債権とするものである。ま

た、仮に、将来滞納会社に引渡請求権が発生する見込みがあったとしても、

それは被差押債権とは別個の債権というほかないから、そのような債権を

被差押債権とみることはできない。 

しかしながら、滞納国税における差押処分においては、民事執行手続に

おける差押命令と同様（民事執行法１４５条２項）、債務者及び第三債務

者を審尋することなく発令されることから明らかなように(国税徴収法

６２条参照)、被差押債権の存否は発令の要件とされていないのであるから、

差押処分において存在しない債権が被差押債権とされたとしても、これは

結果的に本件差押処分が実効性を有しなかっただけのことであり、差押処

分の違法理由となるものではない。 

そうすると、被差押債権である「預入金１４００万円余の引渡請求権」

が存在しない（したがって、滞納会社に帰属していない）からといって、

本件差押処分が違法であるということはできない。 

（３）預金の帰属認定の検討 

本件は、滞納会社の倒産から破産申立てまでの間の事務処理の委任を受

けた弁護士Ｘが、滞納会社の代理人として回収した売掛金１４００万円余

を「Ｘ」名義の預り金口座に入金した。 

この預り金口座は、Ｘ弁護士が依頼者等からの預り金等を管理するため
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に開設している口座で、本件事件の預り金だけでなく他の事件の預り金等

をも管理するものであって、Ｘに帰属するものである。そうすると、本節

の２の事例（滞納会社の資金を原資として開設された弁護士名義預金に第

三者の資金が入金された事例）で検討したとおり、この預り金口座に入金

された１４００万円は既存の残高と合計されて、その預金残高全部がＸに

帰属することになる。 

このようなことから、Ｙ税務署長は、売掛金の回収金１４００万円余の

追及として、「預入金１４００万円余の引渡請求権」を差し押えたのであ

ろうと考えられるが、判決によると、滞納会社はその引渡請求権を有しな

いから、本件差押えは存在しない被差押債権とするもので、その差押処分

は実効性を有しないとされた。 

なお、本件についての追及策については、第４章で検討することとした

い。 

 

第３節 任意整理における弁護士名義預金の帰属認定のまとめ 

 

任意整理における弁護士名義預金については、前節でみてきた事例を参考に

すると、次の点に留意して帰属認定をすることになると考える。 

（１）開設した預金の出捐者は誰か 

前節の１の事例（滞納会社の資金を原資として開設された弁護士名義預

金の事例）は、滞納会社の任意整理を遂行するための費用として滞納会社

から弁護士に交付された資金を原資として開設し、弁護士が代理人として

滞納会社の財産を売却した代金や滞納会社の売掛金等の回収金が入金され

た弁護士名義の預金については、預金原資の実質関係から、その出捐者は

滞納会社であるとしている。 

これに対して、前節の１の（３）のロで取り上げた④判決は、弁護士が

１００円を出捐して開設し、滞納者から７７００万円が振り込まれた弁護

士名義預金について、弁護士費用の着手金と委任事務処理費用の前払いと
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して振り込まれたものであるから、振り込まれた７７００万円は弁護士に

帰属し、弁護士が１００円を出捐して開設した口座にその金員が振り込ま

れたのであるから、その預金は弁護士に帰属するとしている。 

預金原資の実質的な拠出者が出捐者であるとすれば、任意整理の弁護士

名義預金の出捐者は滞納会社であり、滞納会社が預金者であるということ

になるが、預金開設の経緯等の違いによっては、上記④判決のような考え

方もあろう。預金開設の経緯や下記（２）及び（３）等の事実をも併せて

判断することになると思われる。 

（２）滞納会社が弁護士に資金を交付する趣旨は何か 

任意整理において、滞納会社が弁護士に資金を交付する趣旨は、委任の

事務処理費用、債権者への弁済（配当）資金等であるから、滞納会社の預

金として管理させるというのが滞納会社の意思であろう。ところが、交付

された資金は弁護士に管理処分が委ねられており、その保管のために預金

された場合には、その預金は預入者の預金であるという考え方(54)もある。

預金原資の拠出者としての滞納会社の合理的意思、その他の事実を勘案し

て判断することになると思われる。 

なお、滞納会社が弁護士に資金を交付する趣旨が任意整理委任事務の報

酬である場合には、その資金は弁護士に帰属させる意思で交付したとみる

ことになろうが、報酬と委任の事務処理費用の両方を含む場合には、他の

すべての事実を総合勘案して判断するしかないであろう。 

（３）弁護士が預金開設に当たり出捐した少額の趣旨は何か 

東京地裁平成６年３月３０日判決(55)は、任意整理の委任を受けた弁護士

が１０００円を出捐して開設した滞納会社名義の預金については、この預

金口座には滞納会社の売掛金等が入金され、この口座から滞納会社の必要

経費が支払われており、弁護士が委任契約に基づく任意整理を遂行するた

                                 

（54）前節の１の（３）のロで取り上げた③判決及び④判決  

（55）金融商事判例９９３号４０頁  
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めに開設したものであるから、この預金の出捐者は滞納会社であり、預金

者は滞納会社であるとして、弁護士が出捐した１０００円は委任契約に基

づく立替金であり、この預金の出捐者が滞納会社であるとの認定に影響を

及ぼすものではないとしている。 

これに対して、前節の１の（３）のロで取り上げた④判決は、弁護士が

１００円を出捐して開設した弁護士名義の預り金口座について、「本件刑

事被告事件の預り金等を他と区別して保管管理する目的で、原告自身が手

続して開設したものであり、その後の同口座における多数回にわたる出金

も、原告自らの判断で行い、通帳及び印章の管理も、一貫して、原告にお

いて行っていたものである。したがって、これらの各事情に照らせば、本

件預金は、原告に帰属する」としている。 

また、前節の２の（３）で取り上げた⑤判決は、預金開設者が１万円を

出捐して普通預金を開設した事案である。この１万円は後に依頼者から支

払いを受けたが、開設時には依頼者からその支払いを受けられるかどうか

は不確定な事項であり、また、金員詐取の目的で依頼者に無断で口座開設

を行い、短期間ではあるが預金通帳と届出印鑑も自ら保管して、直ちに依

頼者に交付することをしなかったのであるから、預金開設者の意思として

も、自らの預金とする意図であったとみるのが相当であるとしている。 

任意整理において開設された弁護士名義預金は弁済（配当）資金の管理

のためのものであり、弁護士が預金開設するときに出捐した少額は、委任

契約に基づく立替金とみるべきであろう。しかし、自己の預金とする意思

で少額を出捐して預金を開設することもあろう。出捐者である弁護士の合

理的意思、預金開設の経緯等の事実を勘案して判断することになると思わ

れる。 

（４）滞納会社に帰属する口座に第三者からの入金がある場合 

滞納会社が出捐した原資により開設された弁護士名義の普通預金口座に、

第三者からの入金があった場合は、前節の２の事例（滞納会社の資金を原

資として開設された弁護士名義預金に第三者の資金が入金された事例）で
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検討したとおり、その入金額はその口座の既存の残高と合計されて一個の

預金債権となると解されている。 

したがって、第三者から入金された口座が滞納会社に帰属するのであれ

ば、入金額を含めた預金残高全部が滞納会社に帰属することになろう。 

（５）滞納会社の資金が弁護士の預り金口座に入金された場合 

弁護士は、弁護士会の「業務上の預り金の取扱いに関する会規」によっ

て、依頼者からの預り金を自己の金銭と区別して管理するため、銀行等の

預り金口座に入金して保管しなければならないとされている。そこで、任

意整理の受任弁護士は、任意整理の事務処理費用として、滞納会社から交

付された資金等をこの預り金口座に入金して管理することになる。 

この場合において、一事件ごとに預り金口座が開設されるときは、その

預金は滞納会社に帰属する場合と弁護士に帰属する場合とがあると考えら

れるが、いずれに帰属するかは上記（１）､（２）及び（３）の観点から判

断されることになる。 

ところが、一事件ごとに開設する預り金口座ではなく、弁護士が自ら出

捐し自ら手続して開設し、他の事件の預り金の入出金もあった預り金口座

は弁護士に帰属するとみるほかなく、その口座に入金された滞納会社の資

金等はその口座の既存の残高と合計されて一個の預金債権となり、その預

金残高全部が弁護士に帰属することになる。 
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第４章 弁護士の預り金口座に入金された資金の

追及策 
 

第１節 預り金の返還請求権の差押えの可否 

 

第３章第２節の３の事例（滞納会社の資金が弁護士の預り金口座に入金され

た事例）によると、税務署長は、弁護士の預り金口座に入金された資金の追及

として､「預入金１４００万円余の引渡請求権」を滞納処分により差し押えたが、

判決は、委任契約が終了していないので、滞納会社は当該引渡請求権を有せず、

滞納処分による差押えは存在しない債権を差し押えたものであり、差押えの実

効性がないとした。 

それでは、弁護士の預り金口座に入金された滞納会社の資金に対する追及と

しては、どのような方法があるか(56)。 

任意整理委任契約が解除されたときに発生する預り金の返還請求権を差し押

えた上で、滞納会社と弁護士との任意整理委任契約を差押えの取立権又は債権

者代位により解除して取り立てることが考えられる。 

任意整理において弁護士が預った資金の返還請求権は、第３章第２節の３の

事例でみたとおり、任意整理委任契約が継続している間は存在しない債権であ

るが、任意整理委任契約が解除されれば発生する将来債権と考えられる。それ

では、この将来発生する返還請求権を任意整理委任契約が解除される前に差し

押えることができるか。 

将来発生する債権のうち、継続的給付に係る債権については、民事執行法

                                 

（56）弁護士の預り金口座に入金された資金は、譲渡を受けたものではなく、債権者に

弁済（配当）すべきものであって、弁護士の財産とすることはできないから、無償

譲渡等の第二次納税義務（国税徴収法３９条）による追及はできない。また、預り

金口座に入金された資金を債権者に弁済（配当）することは、残余財産を社員、株

主、組合員等に、その出資等に応じて分配することではないから、清算人等の第二

次納税義務（同法３４条）により追及することはできない。  
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１５１条及び国税徴収法６６条に、差押えの対象となることを前提として、差

押えの効力が差押え後に受けるべき給付に及ぶ旨が規定されている。継続的給

付に係る債権としては、給料債権、賃貸借契約に基づく賃料債権、継続的請負

契約・売買契約・運送契約などにより発生する債権のうち将来発生するものが

ある。 

継続的給付に係る債権でない将来発生する債権については、すでにその発生

の基礎となる法律関係が存在して、近い将来における発生が確実に見込めるた

め財産価値を有するものであれば、その債権を特定できる限り、執行対象とな

るとする(57)のが通説的見解である(58)。 

執行対象となる将来債権の例としては、医師の将来の診療報酬債権、競売に

おける配当金交付請求権、手形不渡異議申立預託金返還請求権、保険契約に基

づく保険金請求権、保険契約解約後の返戻金請求権などがある(59)。 

任意整理委任契約が解除されることによって発生する預り金の返還請求権は、

上記の保険契約解約後の解約返戻金請求権と同じ条件付の将来債権である。解

約権の行使前の解約返戻金請求権が差押えの対象となることについては異論が

なく、強制執行及び滞納処分の実務においても差押えが実施されている(60)。し

たがって、任意整理委任契約が解除されることによって発生する預り金の返還

請求権についても、任意整理委任契約が解除される前において、将来債権とし

て差し押えることができると考える。 

 

                                 

（57）中野貞一郎著「民事執行法〔新訂四版〕」（現代法律学全集２３）５６９頁  

（58）同旨として、鈴木忠一・三ケ月章編「注解民事執行法（４）」（第一法規）３６８

頁（稲葉威雄執筆）、東京地裁債権執行等手続研究会編著「債権執行の諸問題」（判

例タイムズ社）３９頁（今井隆一執筆）、国税徴収法基本通達第６２条関係の１の

なお書  

（59）東京地裁債権執行等手続研究会前掲「債権執行の諸問題」３９頁（今井隆一執筆）  

（60）強制執行について最高裁平成1１．９．９判決・民集５３巻７号１１７３頁、滞納

処分について福岡高裁平成８．２．１５判決・金融法務事情１４６６号４２頁  
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第２節 取立権又は債権者代位権による任意整理委任契約の解除の可否 

 

１ 任意整理委任契約の解除の可否 

（１）任意整理委任契約の内容 

弁護士に任意整理を委任する場合、委任する内容は、おおむね、次のよ

うな事項である。 

① 債権者会議の招集及び開催のほか倒産に伴う混乱の防止 

② 倒産企業の財産の散逸の防止 

③ 倒産企業の財産の換価（不動産、動産、商品等の売却、売掛金等の債

権の回収） 

④ 財産の換価代金の管理 

⑤ 各債権者への弁済（配当） 

⑥ 倒産企業の営業の廃止に伴う残務処理 

⑦ その他任意整理に伴う一切の事務処理 

（２）任意整理委任契約の解除の可否 

任意整理の委任を受けた弁護士は、受任した事項の本旨に従って善良な

る管理者の注意をもって委任事務を処理することになる（民法６４４条）

が、その任意整理の中途において、委任者である倒産企業から任意整理委

任契約を解除することができるであろうか。 

委任契約の解除については、「委任ハ各当事者ニ於テ何時ニテモ之ヲ解

除スルコヲ得」（民法６５１条１項）と規定され、委任者、受任者のいず

れからでも自由に解除できるとされている(61)。また、この規定は、無償契

約だけでなく、有償契約にも適用があるとするのが通説、判例である(62)。 

                                 

（61）幾代 通・広中俊雄編集「新版注釈民法（１６）」（有斐閣）２７８頁（明石三

郎執筆）、大審院大正９．４．２４判決・民録２６軒５６２頁ほか  

（62）幾代・広中前掲「新版注釈民法（１６）」２８０頁（明石三郎執筆）、岡 孝著

「民法６５１条（委任の解除）」（広中俊雄ほか編「民法典の百年Ⅲ」）４３９頁

ほか  
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ところが、①判例は、その委任契約が「受任者の利益をも目的とするも

の」である場合には委任者からの委任契約の解除が制限される(63)としてお

り、②解除権放棄の特約も有効と解されている(64)。 

そこで、委任者である倒産企業からの任意整理委任契約の中途解除の可

否について、この２つの点から検討する。 

イ 任意整理委任契約は「受任者の利益をも目的とするもの」であるか 

任意整理委任契約を委任者である倒産企業から中途解除をした場合に

おいて、受任者である弁護士が被る損害は、委任事務遂行の対価である

報酬だけであるか。換言すれば、任意整理の委任契約には、委任者であ

る倒産企業の利益のほかに、受任者である弁護士の利益をも目的とする

ものであるか。 

「受任者の利益」とは、「委任事務と直接の関係にある利益、例えば

債権担保又は弁済充当のための取立委任のごときをいう。受任事務処理

に基づく『報酬』は処理の結果として得られるもので、これは解除によ

って当然に失われるものであるから、報酬があり有償であるから前述の

『利益』があるとはいえない。」(65)とされている。また、判例のいう「受

任者の利益」とは、委任事務の遂行によって受任者に生じる利益であっ

て、受任者がその利益を享受することにつき、委任者がこれを承認しな

ければならない何等かの関係（例えば債務弁済のための取立委任の場合

には、その取立委任が受任者である債権者の債権保全の手段になってい

ること）が存在するものをいうとされている(66)。 

                                 

（63）大審院大正９．４．２４判決・民録２６軒５６２頁、最高裁昭和４０．１２．１

７判決・最高裁判所裁判集民事８１号５６１頁、最高裁昭和４３．９．２０判決・

判例時報５３６号５１頁、最高裁昭和５６．１．１９判決・民集３５巻１号１頁  

（64）大審院昭和１４．４．１２判決・民集１８巻３９７頁、幾代・広中前掲「新版注

釈民法（１６）」２８２頁（明石三郎執筆）  

（65）幾代・広中前掲「新版注釈民法（１６）」２８５頁（明石三郎執筆）  

（66）最高裁判所判例解説・民事編・昭和５６年度１１頁及び１９頁(注)５（浅生重機

執筆）   
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更に、判例は、税理士顧問契約の事案について、「委任契約は、一般

に当事者間の強い信頼関係を基礎として成立し存続するものであるから、

当該委任契約が受任者の利益をも目的として締結された場合でない限り、

委任者は、民法５６１条１項に基づきいつでも委任契約を解除すること

ができ、かつ、解除にあたっては、受任者に対しその理由を告知するこ

とを要しないものというべきであり、この理は､委任契約たる税理士顧問

契約についてもなんら異なるところはないものと解するのが相当であ

る。・・・（税理士の事務処理が税理士）法による規制を受けるとして

も、それが税理士顧問契約の委任契約としての性質をなんら変更するも

のではないから、同法による規制があるからといって、委任者の契約解

除権が制限されていると解することはできない。・・・報酬を支払う旨

の特約があるだけでは、受任者の利益をも目的とするものといえないこ

とは、当裁判所の判例とするところであり（最高裁昭和４２年（オ）第

１３８４号同４３年９月３日第三小法廷判決・裁判集民事９２号１６９

頁）、また、・・・継続的、定期的に支払われていた顧問料が上告人の

事務所経営の安定の資となっていた等の原判決判示の事由も、これをも

って受任者の利益に該当するとはいえない。」(67)とした。 

そこで、任意整理委任契約をみると、任意整理を受任した弁護士は、

職業として任意整理を受任しているものであるから、委任の本旨に従い

善良なる管理者の注意をもって委任事務を処理する限り、委任事務遂行

の対価である報酬以外に、「委任事務の遂行によって受任者に生じる利

益であって、受任者がその利益を享受することにつき、委任者がこれを

承認しなければならない何等かの関係」（例えば、任意整理を処理する

ことによって自己の債権の弁済を受けられるという利益）はないと認め

                                 

（67）最高裁昭和５８．９．２０判決・判例時報１１００号５５頁。東京高裁昭和６３．

５．３１判決・判例時報１２７９号１９頁も、税理士顧問契約は税理士という職業

の特質を考慮しても、受任者の利益をも目的としたものとはいえず、民法６５１条

１項により解除することができるとしている。  
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られる。そして、委任事務遂行の対価である報酬は、委任事務を遂行す

ることによって得られる受任者の利益ではなく、委任契約が有償である

というだけでは受任者の利益をも目的とする委任契約とは解されていな

いことは前述のとおりである。 

そうすると、任意整理委任契約は、「受任者の利益をも目的とするも

の」に該当せず、委任者である倒産企業は、何時でも、受任者である弁

護士の意思に反しても、任意整理委任契約を解除できると解される。 

なお、判例は、委任契約が「受任者の利益をも目的とするもの」であ

っても、「受任者が著しく不誠実な行動にでる等やむをえない事情があ

るときは、委任者において委任契約を解除することができるものと解す

べきことはもちろんであるが（・・・）、さらに、かかるやむをえない

事情がない場合であっても、委任者が委任契約の解除権自体を放棄した

ものとは解されない事情があるときは、・・・委任者は、民法６５１条

に則り委任契約を解除することができ、ただ、委任者がこれによって不

利益を受けるときは、委任者から損害の賠償を受けることによって、そ

の不利益を填補されれば足りるものと解する。」(68)としている。そして、

「委任者が委任契約の解除権自体を放棄したものとは解されない事情」

があるかどうかの判断は、その委任契約ごとに慎重に判断すべきもので

あり、一概にはいえないが、委任契約の目的が受任者の利益よりも大き

いことが第一に重視すべき事実であろうといわれている(69)。 

そこで、任意整理委任契約をみると、その主たる目的は委任者である

倒産企業の負債整理であり、受任弁護士の報酬請求は従たる利益にすぎ

ないと考えられる。そうだとすれば、任意整理委任契約が、仮に、「受

任者の利益をも目的とするもの」に該当するとしても、委任者が委任契

約の解除権自体を放棄したものとは解されないから、委任者である倒産

                                 

（68）最高裁昭和５６．１．１９判決・民集３５巻１号１頁  

（69）最高裁判所判例解説・民事編・昭和５６年度１７頁（浅生重機執筆）  
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企業から解除することができると考えられる。 

ロ 解除権放棄の特約がある場合に任意整理委任契約を解除できるか 

弁護士は、職業として、有償で、任意整理委任契約を受任しているこ

とから、任意整理委任契約に当たっては、委任契約を中途で解除しない

特約をするほか、中途解除の場合は履行が完了したとみなすという形で

間接的に解除権放棄の特約がされることも考えられる(70)。 

委任契約の解除権を放棄する特約の効力については、民法６５１条は、

委任が信頼関係に基くものであるという理由から生じた規定であるから、

むしろ原則として解除権の放棄は無効とすべきであり、ただ例外として

受任者の利益のためにする委任については解除権の放棄も有効であると

する説と、民法６５１条を強行規定とみることはできないから、契約自

由の原則から、特約によって解除権を放棄することは原則として有効で

あり、ただ解除権の放棄が公序良俗に反する場合、脱法行為となる場合

は許されないとする説とがある(71)。 

判例は、私立学校の経営者が校長の職務を委嘱して、その地位を終身

保証し、解除権を放棄したとみられた事案について、その委任が受任者

の利益をも目的とするものである場合には、解除権放棄の特約を有効と

し、その場合であってもやむを得ない事情があれば解除できるとしてい

る(72)。 

ところで、解除権放棄の特約の趣旨については、解除権自体の放棄を

目的とするものと、単に、解除権を行使しない旨の約束を含むにすぎな

いものとがある。前者に反して解除権を行使しても解除自体が無効であ

るが、後者に反して解除すれば、債務不履行となるだけで、解除自体は

                                 

（70）来栖三郎著「契約法」（法律学全集２１）５４３頁、５５３頁  

（71）両説の詳細等については、幾代・広中前掲「新版注釈民法（１６）」２８２頁（明

石三郎執筆）及び遠藤 浩ほか共著「要論債権各論Ⅰ（契約法）」３０６頁を参照  

（72）大審院昭和１４．４．１２判決・民集１８巻３９７頁  
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効果が生じるとされている(73)。 

上記イで検討したとおり、任意整理委任契約は、解除権自体を放棄し

たと解する事情がないので、この場合の解除権放棄の特約は、単に、解

除権を行使しない旨の約束を含むにすぎないものと認められる。 

そうだとすれば、解除権放棄の特約を無効と解する説によれば、解除

権放棄の特約があっても委任者である倒産企業からの解除が可能という

ことになり、解除権放棄の特約を有効と解する説によっても、この場合

の解除権放棄の特約は、単に、解除権を行使しない旨の約束を含むにす

ぎないものであるから、債務不履行による損害賠償が生じるが、解除自

体は有効であると考えられる。 

 

２ 取立権又は債権者代位権による任意整理委任契約の解除の可否 

（１）生命保険の解約返戻金請求権の差押債権者の解約権行使の可否 

生命保険の解約返戻金請求権が差押えの対象となり、強制執行又は滞納

処分の実務において差押えが実施されていることは、前述したとおりであ

る。 

ところが、生命保険の解約返戻金請求権を差し押えた債権者が、これを

取り立てるために、取立権に基づき解約権を行使することができるかにつ

いては、これを肯定する学説及び裁判例と、債権者代位権に基づき保険契

約者に代位して解約権を行使し、保険者に対し解約返戻金の支払いを請求

する方法によるべきであるとする学説との争いがあった(74)。この問題につ

いて、最高裁は、次のとおり判示して、取立権に基づき解約権を行使する

                                 

（73）幾代・広中前掲「新版注釈民法（１６）」２８２頁（明石三郎執筆）、来栖前掲

「契約法」５５１頁、岡 前掲「民法６５１条（委任の解除）」４５７頁  

（74）両説の詳細及び裁判例については、高部眞規子著「生命保険の解約返戻金請求権

の差押債権者がこれを取り立てるために解約権を行使することの可否」法曹時報

５３巻１２号２７３頁を参照  
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ことができるとした(75)。 

「生命保険契約の解約返戻金請求権を差し押えた債権者は、これを取り

立てるため、債務者の有する解約権を行使することができると解するのが

相当である。その理由は、次のとおりである。 

１ 金銭債権を差し押えた債権者は、民事執行法１５５条１項により、

その債権を取り立てることができるとされているところ、その取立権の内

容として、差押債権者は、自己の名で被差押債権の取立てに必要な範囲で

債務者の一身専属的権利に属するものを除く一切の権利を行使することが

できるものと解される。 

２ 生命保険契約の解約権は、身分法上の権利と性質を異にし、その行

使を保険契約者のみの意思に委ねるべき事情はないから、一身専属的権利

ではない。 

また、生命保険契約の解約返戻金請求権は、保険契約者が解約権を行使

することを条件として効力を生ずる権利であって、解約権を行使すること

は差し押えた解約返戻金請求権を現実化させるために必要不可欠な行為で

ある。したがって、差押命令を得た債権者が解約権を行使することができ

ないとすれば、解約返戻金請求権の差押えを認めた実質的意味が失われる

結果となるから、解約権の行使は解約返戻金請求権の取立てを目的とする

行為というべきである。他方、生命保険契約は債務者の生活手段としての

機能を有しており、その解約により債務者が高度障害保険金請求権又は入

院給付金請求権等を失うなどの不利益を被ることがあるとしても、そのゆ

えに民事執行法１５３条により差押命令が取り消され、あるいは解約権の

行使が権利の濫用となる場合は格別、差押禁止財産として法定されていな

い生命保険契約の解約返戻金請求権につき預貯金債権等と異なる取扱いを

して取立ての対象から除外すべき理由は認められないから、解約権の行使

が取立ての目的の範囲を超えるということはできない。」 

                                 

（75）最高裁平成１１．９．９判決・民集５３巻７号１１７３頁  
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なお、本判決には、生命保険契約の解約返戻金請求権を差し押えた債権

者がその取立権に基づき解約権を行使することは許されないとして、債権

者代位権に基づく解約権の行使によるべきであるとする反対意見がある。 

（２）取立権又は債権者代位権による任意整理委任契約の解除の可否 

任意整理委任契約が解除されることによって発生する預り金の返還請求

権を、任意整理委任契約が解除される前において、将来債権として差し押

えることができることは第１節で検討したとおりであるが、差し押えたま

までは発生していないので取り立てることができない。任意整理委任契約

が終了するのを待っていては、預り金が債権者に対して弁済（配当）され

て差押えの実益が消滅するので、早期に解除権を行使する必要がある。 

そこで、差押えの取立権（国税徴収法６７条１項）又は債権者代位権（国

税通則法４２条の準用する民法４２３条）に基づき、滞納会社の有する任

意整理委任契約の解除権を行使することができるか。 

まず、取立権については、差押債権者は自己の名で被差押債権の取立て

に必要な範囲で債務者の一身専属的権利に属するものを除く一切の権利を

行使することができると解されている(76)。ここで問題となるのは、任意整

理委任契約の解除権が一身専属権かということと、任意整理委任契約の解

除権の行使が取立権に含まれるかである。 

任意整理委任契約の解除権は、身分法上の権利ではなく、その行使を委

任者である滞納会社のみに委ねなければならないものではない(77)から、一

身専属権ではないと考えられる。また、差押債権者は被差押債権の取立て

に必要な限度で、債務者の有する取消権、解除権を行使することができる

とするのが通説であり(78)、前掲の最高裁判決も、生命保険契約の解約返戻

                                 

（76）最高裁平成１１．９．９判決・民集５３巻７号１１７３頁、中野前掲「民事執行

法〔新訂四版〕」６０１頁、鈴木忠一ほか編「注解強制執行法（２）」(第一法規)

３５３頁（稲葉威雄執筆）  

（77）最高裁平成１１．９．９判決・民集５３巻７号１１７３頁  

（78）香川保一監修「注釈民事執行法」（金融財政事情研究会）４５６頁（富越和厚執
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金請求権を差し押えた債権者がその取立権に基づき解約権を行使すること

を認めている。したがって、預り金の返還請求権を差し押えた租税債権者

がその取立てのために、任意整理委任契約の解除権を行使することができ

ると考える。 

次に、債権者代位権による任意整理委任契約の解除の可否について問題

となるのは、解除権が債権者代位権の目的になるかである。 

債務者の一身専属権は債権者代位の目的とならない（民法４２３条１項

ただし書）とされているが、それ以外の財産権はその種類を問わず、債権

者代位の目的となり、請求権に限らず、形成権（取消権、解除権など）も

債権者代位の目的となるとされている(79)。また、生命保険契約の解約返戻

金請求権を差し押えた債権者が取立権により生命保険契約を解約すること

は許されないとする学説は、債権者代位権の行使によるべきであるとする。

生命保険契約について、債権者代位権に基づく解約権の行使を否定する学

説、裁判例は見当たらない(80)。前掲の最高裁判決の反対意見も、「形成権

もまた、債権者代位の対象となり得るものであり、かつ解約権を一身専属

権とみることはできないから、債務者が無資力である場合には、そのこと

を要件として債権者代位権による解約権の行使が否定されるべきいわれは

存しないと考える。」としている。したがって、債権者代位権によって任

意整理委任契約を解除することができると考える。 

ところで、滞納会社からの預り金の返還請求権を差し押えた租税債権者

が任意整理委任契約を解除するについては、取立権に基づいて解除する方

法と、債権者代位権に基づいて解除する方法のいずれの方法によることも

可能であるが、債権者代位権に基づく方法による場合は、滞納会社の無資

力を要件とすることになるので、通常は、取立権に基づく方法によること

                                 

筆）  

（79）奥田昌道編集「注釈民法（１０）」（有斐閣）７５９頁（下森 定執筆）  

（80）高部前掲「生命保険の解約返戻金請求権の差押債権者がこれを取り立てるために

解約権を行使することの可否」法曹時報５３巻１２号２８８頁  
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になろう。 

 

３ 取立権又は債権者代位権による任意整理委任契約の解除は権利の濫用か 

生命保険契約の解約返戻金請求権を差し押えた債権者の取立権に基づく解

約権を肯定した前掲の最高裁判決は、解約権の行使は解約返戻金請求権の取

立てを目的とする行為であるが、他方、その解約により債務者が高度障害保

険金請求権又は入院給付金請求権等を失うなどの不利益を被ることがあり、

解約権の行使が権利の濫用となる場合があることを示唆している。 

滞納会社からの預り金の返還請求権を差し押えた租税債権者が任意整理委

任契約を取立権又は債権者代位権に基づいて解除することが、滞納会社に対

する関係において、権利の濫用となることはないであろうか。 

解除権の行使が取立権に含まれ、また債権者代位権の目的となることは、

上記２の（２）で検討したとおりであるが、次のような場合は解除権の行使

が制限されている。 

① 手形不渡異議申立預託金返還請求権の差押債権者による異議申立委託契

約の解約については、委託契約の解約とそれに基づく異議申立ての効果の

消滅により、債務者が銀行取引停止処分という重大な不利益を被ることを

理由に、取立権による解約権の行使が許されないとされている(81)。 

② 敷金返還請求権の差押債権者による賃貸借契約の解約権については、一

身専属権ではないが、債務者が居住権を失うという重大な不利益を被るた

め、解約権の行使を認めるべきではないとされている(82)。 

③ 退職金債権の差押債権者による雇用契約の解約申入れについては、一身

専属権ではないが、債務者が雇用契約を継続できないという重大な不利益

を被るため、解約権の行使を認めるべきではないとされている(83)。 

                                 

（81）東京地裁昭和４４．２．２７判決・金融法務事情５４１号３１頁  

（82）香川前掲「注釈民事執行法」４５６頁（富越和厚執筆）  

（83）香川前掲「注釈民事執行法」４５６頁（富越和厚執筆）  
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取立権又は債権者代位権に基づいて任意整理委任契約が解除されると、被

差押債権である預り金の返還請求権が現実化するとともに、滞納会社は任意

整理のための配当財源を失い、任意整理の委任が終了する。 

任意整理のための配当財源を失うという滞納会社の被る不利益は、取立権

の行使が制限される上記①、②及び③の事例と比べたとき、解除権の行使を

制限しなければならない程度に重大な不利益であるとはいえないのではない

だろうか。 

また、滞納会社のこのような不利益は、租税を排除した任意整理を行った

ことに基因するものであり、自らが招いた結果であり、自己責任として甘受

すべきものではないだろうか。 

したがって、任意整理委任契約を解除するという取立権の行使が、滞納会

社に対する関係において、権利の濫用となることはないと考える。 

 

第３節 任意整理委任契約の解除に伴う報酬債権と被差押債権との相殺の可否 

 

１ 履行の割合に応じた報酬債権と被差押債権との相殺の可否 

イ 民法６４８条３項は、委任が受任者の責めに帰すべからざる事由により

半途で終了したときは、受任者はすでになした履行の割合に応じて報酬を

請求できると規定している。したがって、受任者である弁護士が委任の本

旨にしたがい善良なる管理者の注意をもって任意整理を処理していた中途

に、滞納会社が有する預り金の返還請求権を差し押えた租税債権者が取立

権又は債権者代位により任意整理委任契約を解除した場合には、解除され

た時までに処理した割合による報酬を請求できると考えられる(84)。 

しかし、弁護士報酬の場合は、既になした履行の割合に応じた報酬とい

うことは実際には行われておらず、依頼者と弁護士が報酬を定める際、い

                                 

（84）来栖前掲「契約法」５４２頁、大審院明治３１．１２．２４判決・民録４件１１

巻６４頁、最高裁判所判例解説・民事編・昭和４８年度４１０頁（鈴木 弘執筆）  
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わゆるみなし成功報酬の特約がなされるようであり(85)、民法６４８条３項

に基づく請求は少なく、みなし成功報酬の特約による報酬全額を請求した

事例において、みなし成功報酬全額の請求は認められないが、履行の割合

により報酬を請求できるとした裁判例がみられる(86)。 

ロ ところで、委任の報酬は後払いが原則である（民法６４８条２項）ので、

任意整理の委任を受けた弁護士が滞納会社の資金を任意整理の弁済（配当）

資金として預かる場合は、預り金の中から報酬を受けることになると思わ

れる。 

債権差押えにおいて取立てを受ける第三債務者は、差押債権者に対して

債務者に主張できる一切の抗弁（弁済、免除、相殺、期限未到来など）を

もって対抗できる(87)。 

そこで、任意整理の弁済（配当）資金としての預り金の返還請求権の差

押えを受けた弁護士は、差押債権者による取立権又は債権者代位権の行使

により任意整理委任契約が解除され、預り金の取立てを受けたときは、自

己の報酬を確保するため、任意整理委任事務の履行の割合に応じた報酬債

権と被差押債権である預り金との相殺を主張することが考えられる。 

ところが、この場合の報酬請求権は預り金の差押えの後に発生したもの

であり、民法５１１条により相殺ができないのではないかという疑問があ

る。 

民法６４８条１項は、受任者は特約がなければ報酬を請求できないと定

めるが、これは委任契約の歴史的由来によるもので、現在では、たとえ報

                                 

（85）来栖前掲「契約法」５４２頁、最高裁判所判例解説・民事編・昭和４８年度４１

０頁（鈴木 弘執筆）  

（86）東京地裁昭和５６．５．２０判決・判例時報１０２８号７３頁、東京地裁昭和

６２．６．１８判決・判例時報１２８５号７８頁、東京高裁平成３．１２．４判決・

判例タイムズ７８６号２０６頁、東京地裁平成８．１．３０判決・判例タイムズ

９５３号２０４頁  

（87）鈴木前掲「注解強制執行法（２）」３５８頁（稲葉威雄執筆）、中野前掲「民事

執行法〔新訂四版〕」６０１頁  
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酬の合意がなくても、相当額の報酬を支払う黙示の契約又は慣行があると

みるべきであると解されている(88)。そして、同条２項は、受任者は委任事

務を履行した後でなければ、報酬を請求できないと定めているが、これは、

報酬の支払時期のことであって、報酬請求権は委任契約を締結した時に発

生していると解するべきである(89)と考える。 

したがって、任意整理の受任弁護士は、履行の割合に応じた報酬債権と

被差押債権である預り金とは同じく金銭債権であるから、対等額において、

相殺できると考える。 

 

２ みなし成功報酬の特約による報酬債権と被差押債権との相殺の可否 

イ 弁護士への訴訟委任においては、委任者が中途でその委任を解除して、

他の弁護士に依頼したり、訴を取り下げたり、当事者間で和解を遂げたり

しても、それが受任弁護士の責めに帰すべき事由によらない場合は、全額

の報酬を請求しうるという特約、いわゆるみなし成功報酬の特約がされる

ことが多いようである(90)。民法６４８条３項（履行の割合に応じた報酬請

求権）は強行規定ではないし、みなし成功報酬の特約は、弁護士が事件の

受任者として法廷の内外で最善の努力をしている間に、更にはその結実を

みる直前の段階に及んで弁護士を解任し、又は相手方と直接取引をして事

件を終結し弁護士に対する報酬の支払いを免れようとする依頼者に対して、

弁護士がその努力により当然得られたはずの成功報酬を保障する目的を有

するものであるから、一般的には有効と解されている(91)。 

                                 

（88）内田 貴著「民法Ⅱ債権各論」（東京大学出版会）２７３頁、東京地裁昭和５８．

１１．１４判決・判例時報１１１５号１０６頁  

（89）明石三郎著「委任と報酬」（契約法体系Ⅳ雇用・請負・委任）２５４頁、東京地

裁昭和５０．６．２５判決・判例タイムズ３３０号３３７頁  

（90）幾代・広中前掲「新版注釈民法（１６）」２６１頁（明石三郎執筆）、来栖前掲

「契約法」５４３頁  

（91）幾代・広中前掲「新版注釈民法（１６）」２６１頁（明石三郎執筆）、最高裁判

所判例解説・民事編・昭和４８年度４１０頁（鈴木 弘執筆）  
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みなし成功報酬について、日本弁護士連合会の報酬等基準規程は、次の

とおりとなっている。 

４４条（委任契約の中途終了） 委任契約に基づく事件等の処理が、解

任、辞任又は委任事務の継続不能により、中途で終了したときは、

弁護士は、依頼者と協議のうえ、委任事務処理の程度に応じて、

受領済みの弁護士報酬の全部若しくは一部を返還し、又は弁護士

報酬の全部若しくは一部を請求する。 

２ 前項において、委任契約の終了につき、弁護士のみに重大な責

任があるときは、弁護士は受領済みの弁護士報酬の全部を返還し

なければならない。ただし、弁護士が既に委任事務の重要な部分

の処理を終了しているときは、弁護士は、依頼者と協議のうえ、

その全部若しくは一部を返還しないことができる。 

３ 第１項において、委任契約の終了につき、弁護士に責任がない

にもかかわらず、依頼者が弁護士の同意なく委任事務を終了させ

たとき、依頼者が故意又は重大な過失により委任事務処理を不能

にしたとき、その他依頼者に重大な責任があるときは、弁護士は、

弁護士報酬の全部を請求することができる。ただし、弁護士が委

任事務の重要な部分の処理を終了していないときは、その全部に

ついては請求することができない。 

ロ みなし成功報酬の特約が問題となった裁判例をみると、次のとおりとな

っている。 

（イ）みなし成功報酬の支払いが命じられた事例 

① 東京地裁昭和５８．１１．１４判決(92) 

遺産分割事務の委任において、弁護士にその受任義務の懈怠や依

頼人の信頼を失わせたこともやむを得ないとの合理的理由が認めら

れないから、依頼人の解除は弁護士の責めに帰すべき事由がなく、

                                 

（92）判例時報１１１５号１０６頁  
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みなし成功報酬の支払いを要するが、事務処理報酬額につき依頼者

との間に別段の合意が認められないから、勝訴によって依頼者の受

ける利益、事件の難易、労力の程度、依頼者との関係、所属弁護士

会の報酬規程その他の事情を勘案して当事者の意思を推定し、相当

報酬額を算定すべきであるとして、その相当額の支払いが命じられ

た。 

② 東京地裁昭和５９．５．２８判決(93) 

控訴事件の委任を受け、終結前の和解を経て手続が終結直前の状

態にあったところ、依頼人が弁護士を解任した事例であるが、依頼

人が理由もなく解任したことは「故意ニ其条件ヲ妨ケタルトキ」に

該当し、民法１３０条により成功とみなされるものであり、あらか

じめ成功報酬金額について合意が成立していなかったのであるから、

勝訴によって依頼者の受ける利益、事件の難易、労力の程度、手数

料（着手金）の額、依頼者との関係、所属弁護士会の報酬規程その

他の事情を勘案して当事者の意思を推定し、相当報酬額を算定すべ

きであるとして、みなし成功報酬の支払いが命じられた。 

③ 東京地裁昭和５１．８．３０判決(94) 

土地の所有権移転登記手続請求訴訟について、依頼者が弁護士に

無断で裁判外の和解をして訴訟を取り下げたので、弁護士がみなし

成功報酬を請求した事例について、弁護士に無断で取下げ等により

訴訟を終了した場合には、依頼人はかかる訴訟の終結により弁護士

に対する成功報酬の支払いを免れることを認識しながら、あえて弁

護士に無断で和解契約をしたものであり、弁護士は民法１３０条に

より本件委任事件が勝訴したものとみなして、成功報酬を請求しう

るとしている。 

                                 

（93）判例時報１１５１号９１頁  

（94）判例時報８４７号６７頁  
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（ロ）みなし成功報酬の特約に該当しないとされた事例 

① 最高裁昭和４８．１１．３０判決(95) 

依頼者が弁護士に無断で和解、取下げ等をしたときは、委任事務

処理の程度いかんにかかわらず成功とみなして報酬を支払う旨の特

約がされていたが、弁護士が第一審で仮執行宣言付きの敗訴判決を

受け、手落ちにより依頼者を窮状に陥らせたこと、控訴審の結果に

不安を抱いた依頼者から再三和解により事件の解決を図るように求

められ、和解成立の機会もあったのに、その依頼をかたくなに退け

てきた等の事情があるときは、依頼者が弁護士に無断で裁判外の和

解をして控訴を取り下げたとしても、それは弁護士の責めに帰すべ

き事由によるものとして、みなし成功報酬の特約はその効力を生じ

ないとした。 

② 東京地裁昭和６２．６．１８判決(96) 

遺産分割及びこれに関連する紛争の解決を依頼され訴訟遂行等に

当たっていたところ、依頼から２年数ヶ月後に解任さたので、日本

弁護士連合会報酬等基準規程による報酬を支払う旨の合意があった

として、報酬全額を請求した事例について、同規程によるみなし成

功報酬を支払う明示の契約は認められないが、不当な解任の場合に

は、同規程によるとするのが当事者の合理的意思である。同規程に

よるみなし成功報酬を請求するには、善管注意義務違反等の債務不

履行がないというにとどまらず、中途解任に合理的理由がないこと

が必要である。 

本件は、依頼者が弁護士を解任したことに合理的理由がなかった

とはいえないから、「弁護士の責めに帰すことのできない事由」に

該当せず、みなし成功報酬を請求できない。しかし、民法６４８条

                                 

（95）判例タイムズ３０３号１４５頁  

（96）判例時報１２８５号７８頁  
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３項に基づき、事務処理の割合に応じた報酬を請求できるとした。 

③ 東京地裁平成８．１．３０判決(97) 

みなし成功報酬の特約をしたが、弁護士の交渉では、希望する土

地の９分の８の持分しか取得できないとして、途中で弁護士との委

任契約を解除した事例について、みなし成功報酬の合意に該当する

事由があるというためには、単に弁護士に債務不履行がないという

だけでは足りず、依頼者に報酬を免れる意図等の背信的事情が認め

られる等、解任に合理的な理由がないことをも必要とする。 

本件は、報酬を免れる意図まであったとは認められないが、希望

する土地を単独取得するためには、更に交渉が必要であり、解決で

きるかどうか予断を許さないこと等に照らすと、みなし成功報酬の

合意に該当する事由があるとはいえない。 

しかし、民法６４８条３項に基づき、事務処理の割合に応じた報

酬を請求できるとした。 

（ハ）みなし成功報酬の特約の効力に制限が加えられた事例 

① 福岡高裁昭和５５．９．１７判決(98) 

賃貸借無効確認請求訴訟の提起、遂行を報酬５７０万円の約定で

弁護士に委任した依頼者が、訴え提起後第１回口頭弁論期日前に訴

えを取り下げた事例について、訴え取下げが弁護士の責めに帰すべ

きでないため、弁護士は約定報酬全額を請求できる場合であるが、

弁護士の事件処理に要した労力、費用からみて、約定報酬額が過大

で衡平の原則に反するとして、その相当額は３００万円で、それを

超える部分の請求は理由がないとした。 

② 東京地裁昭和５５．１０．２４判決(99) 

                                 

（97）判例タイムズ９５３号２０４頁  

（98）判例時報９９９号７２頁  

（99）判例時報１００１号６９頁  



507 

遺産分割請求事件で、みなし成功報酬の特約のある事例について、

弁護士の責めに帰すべからざる事由による解除を理由とするみなし

成功報酬の請求は、信義誠実の原則に合致する範囲においてのみ認

容されるものであるから、本件の請求は、弁護士会報酬規程により

認められる最高限度の報酬額３７００万円の支払いを求める限度に

おいては正当であるが、それを超える部分は信義誠実の原則に反し

認められないとした。 

③ 横浜地裁昭和６１．１０．１７判決(100) 

交通事故により死亡した者の相続人から加害者との示談交渉等に

ついて委任を受けたが、その事務処理中に委任契約を解除されたの

で、依頼者各自に対して９４万円の報酬の請求をした事例について、

委任契約が解除されたことについて弁護士に帰責事由がないとして

弁護士の報酬請求権を認めたが、報酬支払いについては詳細な約定

がないため、委任事務の性質、難易の程度、費やした労力、委任者

の受けた利益、所属弁護士会の報酬規程その他諸般の事情を斟酌し

て当事者の意思を推認して、依頼者各自につき請求できる報酬額は

３０万円とした。 

上記裁判例をみると、みなし成功報酬の特約による請求が認められるか

どうかは、依頼者からの委任の解除が弁護士の責めに帰すべき事由に該当

しないものであることが必要であるが、弁護士の責めに帰すべき事由に該

当しないものであるためには、弁護士が委任事務の処理に当たり、善管注

意義務等の債務不履行がないというだけではなく、依頼人が委任契約を解

除するについて合理的な理由がないことも必要であるとされている。 

また、みなし成功報酬の特約による請求が認められるとしても、どのよ

うな場合においても、約定報酬の全額が認められているわけではなく、委

任契約から解除までの期間が短く弁護士の事務処理に要した労力等からみ

                                 

（100）判例時報１２２７号１１４頁  
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て約定報酬額が過大であるとき、信義誠実の原則からみて約定報酬額が過

大であるとき、あるいは委任事件の性質からみて約定報酬が過大であると

きは、その請求報酬額について制限が加えられている。 

ハ ところで、任意整理委任契約においては、倒産企業から受任弁護士に交

付される資金から弁護士報酬を支払う旨と、みなし成功報酬の特約が合意

されるであろうが、差押えの取立権又は債権者代位に基づき任意整理委任

契約を解除した場合、受任弁護士からのみなし成功報酬の特約による約定

報酬全額の請求を認めるべきであろうか。 

受任弁護士が善良なる管理者の注意をもって任意整理の処理に当たるな

どして債務不履行がない場合であっても、租税債権者による取立権又は債

権者代位権に基づく任意整理委任契約の解除は、差し押さえた「預り金の

返還請求権」を現実化するために必要不可欠の行為であり、かつ、委任者

である滞納会社と受任弁護士とが優先債権である租税債権者を排除した任

意整理を行ったことに基因するものであることを考慮すると、租税債権者

による取立権又は債権者代位に基づく任意整理委任契約の解除は合理的な

理由がないとはいえないのではないだろうか。 

そうだとすれば、みなし成功報酬の特約がされていたとしても、約定報

酬全額の請求を認めることはできず、履行の割合に応じた報酬額を認める

ことになると思われる。 

なお、滞納会社の資産規模、所属弁護士会の報酬規程等からみてその約

定報酬が不当に高額であるようなときには、事務の難易の程度、費やした

労力、所属弁護士会の報酬規程等の諸般の事情を勘案して、履行の割合に

応じた報酬額を算定すべきであろう。 

また、任意整理においては、一般に、初期の段階の事務処理が大切であ

り困難も格別に大きい(101)ということからすると、任意整理の委任を受け

てからの日数だけで、履行の割合を算定することはできないことに留意す

                                 

（101）東京地裁平成元．１０．３１判決・判例時報１３５３号６３頁  
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べきであろう。 

ニ そうすると、滞納会社が有する預り金の返還請求権を差し押えた租税債

権者が取立権又は債権者代位権により任意整理委任契約を解除した場合に

は、みなし成功報酬の特約がされていたとしても、約定報酬全額の請求は

認められず、履行の割合に応じた報酬債権と被差押債権である預り金との

相殺を認めることになると考える。 

 

３ 「不利なる時期」の解除による損害賠償債権と被差押債権との相殺の可否 

民法６５１条２項は、当事者の一方が相手方のために「不利なる時期」に

委任を解除したときは、その損害を賠償することを要する旨を規定している。 

相手方のために「不利なる時期」とは、委任の内容である事務処理自体に

関して相手方が不利益を被るべき時期をいい(102)、受任者からの解除の場合

は、委任者が遅滞なく他人にその事務処理を委任するのが困難な時期などを

いい(103)、委任者からの解除の場合は、例えば第三者に対する明渡訴訟中の

家屋の売却を委託された仲介人が、委任者の訴訟に協力しつつ売却が可能と

なるのを待っていたところ、右訴訟が和解によって終了し、第三者がまもな

く家屋から立ち退くことが明らかになった時期に、委任者が委任契約を解約

した場合は、右の解約は受任者にとって不利な時期になされたものとされて

いる(104)。 

また、解除のために受任者が報酬請求権を失っても、報酬は､解約の時期い

かんにかかわらず、解除されれば当然失われるものであるから、不利な時期

になされたことによる特別の損害ではないとされ、賠償すべき損害の範囲は、

解除自体から生ずる損害ではなくて、時期が不当であったことから生ずる損

害であるとされている(105)。 

                                 

（102）最高裁昭和４３．９．３判決・最高裁判所裁判集９２号１６９頁  

（103）幾代・広中前掲「新版注釈民法（１６）」２８８頁（明石三郎執筆）  

（104）東京地裁昭和３０．５．１７判決・下民集６巻５号９８４頁  

（105）東京地裁昭和３０．５．１７判決・下民集６巻５号９８４頁、幾代・広中前掲「新
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滞納会社が弁護士に対して有することになった預り金の返還請求権を差し

押え、任意整理の中途において、取立権又は債権者代位により任意整理委任

契約を解除した場合には、弁護士は予定されていた報酬を失うことになるが、

この場合において、本件解除は民法６５１条２項の「不利なる時期」の解除

に該当するとして、その損害賠償債権と被差押債権である預り金との相殺が

認められるであろうか。 

任意整理委任契約が中途で解除された場合、受任弁護士は、それから将来

に向っての報酬なり、委任事務処理が完了した時に受領することになってい

る成功報酬を失うことになるが、これらの報酬は、任意整理の受任期間の中

途であれば、いずれの時期に解除されても失われるものである。 

そうすると、任意整理委任契約が中途で解除されて、約定の報酬を失うこ

とになったとしても、「不利なる時期」の解除には該当せず、また、「不利

なる時期」の解除による損害もないと考える。 

 

                                 

版注釈民法（１６）」２８９頁（明石三郎執筆）、来栖前掲「契約法」５５３頁  
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第５章 任意整理における信託的債権譲渡と詐害

行為取消し 
 

第１節 信託的債権譲渡に対する第二次納税義務による追及の可否 

 

倒産した滞納企業の任意整理を弁護士に委任し、債権者に対する配当財源を

確保するために売掛金等の債権が受任弁護士に信託的に譲渡された場合、滞納

租税の徴収策としては、詐害行為取消訴訟によって対応している。 

ところで、租税の徴収においては、詐害行為取消訴訟によらないで、簡易、

迅速に租税の徴収確保を図る「無償譲渡等の第二次納税義務（国税徴収法３９

条）」という制度がある(106)。そこで、この無償譲渡等の第二次納税義務によ

る追及の可否について検討する。 

まず問題となるのは、滞納会社が唯一の財産である売掛金等を任意整理を委

任した弁護士に対して信託的に譲渡したことが、同法３９条にいう「無償又は

著しく低い額の対価による譲渡、債務の免除その他第三者に利益を与える処分」

に該当するかどうかである。 

「譲渡」とは、贈与､特定遺贈、売買、交換、債権譲渡、出資、代物弁済等に

よる財産権の移転をいい、売買、交換、債権譲渡についてはそれにより取得し

た金銭又は財産が、出資についてはそれにより取得した持分または株式が、代

物弁済についてはそれにより消滅した債務が、それぞれ同法３９条の「対価」

であると解されている(107)。 

譲受人である弁護士は、売掛金等の信託的債権譲渡を受けても、これに対し

て、何らの「対価」を支払うことはない。そうすると、任意整理を委任した弁

護士に対する信託的債権譲渡は、形式的には、「無償の譲渡」ということにな

                                 

（106）吉国二郎ほか編「国税徴収法精解（昭和５６年改訂）」（大蔵財務協会）４８４

頁  

（107）国税徴収法基本通達３９条関係３  
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るであろう。 

次に問題となるのは、譲受人である弁護士は、信託的債権譲渡による「受け

た利益」があるかである。 

詐害行為取消権は、債務者の行った債権者を害する法律行為を否認して流出

した責任財産を取り戻す制度であるが、国税徴収法３９条の第二次納税義務は、

滞納者の行った租税債権者を害する法律行為の私法関係はそのまま是認すると

ともに(108)、その相手方に「受けた利益」を返還させる制度とみることもでき

る。 

このようなことから信託的債権譲渡をみると、譲受人である弁護士は譲受債

権の管理者にすぎず、譲受債権を取り立てて債権者に配当しなければならない

ものであり、当初から利益を受けることが予定されていないものであるといえ

る(109)。 

そうすると、任意整理を受任した弁護士に対する信託的債権譲渡は、形式的

には、国税徴収法３９条の「無償譲渡」に該当するとしても、それによって譲

受人である弁護士は「受けた利益」がないから、第二次納税義務を負わせるこ

とはできないと考える(110)。 

 

                                 

（108）吉国前掲「国税徴収法精解（昭和５６年改訂）」５０頁  

（109）債権譲渡を受けた売掛金等を取り立てて、その中から任意整理の報酬を受けるこ

とがあると思われるが、それは委任事務の対価であるので、ここでいう「利益」で

はない。  

（110）国税徴収法３９条の第二次納税義務は、滞納者が無償譲渡等の処分をし、そのた

めに租税債権が満足できないような資産状態に至らせた場合に、詐害行為取消訴訟

に代えて、当該財産の譲受人に対して納税義務を課し、簡易・迅速に国税の徴収確

保を図ろうとするものであるが、同法３９条は、①財産譲渡の当事者の「詐害の意

思」の存在は要件とされていないこと、②無償譲渡等の処分がされたときのみを対

象としていることなどにおいて、詐害行為の取消しと成立要件を異にしている。し

たがって、同法３９条の第二次納税義務を賦課できない場合（たとえば、無償譲渡

等の処分に該当しない場合）であっても、詐害行為取消訴訟を提起できる場合もあ

る（租税事件訴訟研究会編「徴収訴訟の理論と実務〔改訂版〕」（税務経理協会）

１０８頁）。  
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第２節 任意整理における信託的債権譲渡に対する詐害行為取消しの事例 

 

１ 任意整理における信託的債権譲渡が詐害行為に該当するとされた事例(111) 

（１）事案の概要 

Ｘ（国）は滞納会社に対して租税債権８３６万円余を有していたところ、

滞納会社はＹ(2)会社に対する売掛金２３５７万円余を弁護士Ｙ(1)に信託

的に譲渡して、その直後に手形不渡りを出して倒産した。 

滞納会社は、本件債権譲渡契約当時、多額の負債を抱えて債務超過の状

態にあり、本件売掛金を弁護士Ｙ(1)に譲渡したことにより、他にみるべき

財産はなくなった。 

そこで、Ｘ（国）は、「滞納会社の代表者は、本件債権譲渡の２か月前

に、本件租税債権について国税徴収法１５１条の換価の猶予を受け、国税

通則法５５条により滞納会社振出の約束手形１２枚（額面総額９００万円）

を提供して納付委託をするなどしており、本件滞納租税の存在を知悉して

いた。また、滞納会社の代表者は、滞納会社が第１回の手形不渡りを出し

た日に、弁護士Ｙ(1)に対して、滞納会社の資産負債の内容を明らかにした

上で、債務処理を依頼するとして本件債権譲渡契約を締結したのであるか

ら、滞納会社の代表者は、本件債権譲渡により滞納会社の唯一ともいうべ

き財産である本件売掛金を滞納会社から流出させることになり、これによ

って、Ｘの租税債権の徴収が困難になることを熟知していた。」として、

本件売掛金のうち履行期限が早く到来する１２０４万円余を差し押え、Ｙ

(2)会社に通知するとともに、Ｙ(1)に対して詐害行為取消権により本件債

権譲渡契約の取消しを求め、Ｙ(2)会社に対しては差押えに係る売掛金のう

ち８３６万円余の支払いを求めた。 

これに対して、Ｙ(1)は、事実関係についてはＸ（国）の主張をおおむね

                                 

（111）東京地裁昭和６１．１１．１８判決・判例タイムズ６５０号１８５頁。本件は、

被告弁護士が控訴、上告したが、いずれも控訴棄却、上告棄却となっている。  
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認めた上で、「Ｙ(1)は滞納会社から裁判外の手続でその負債を整理し財産

関係の清算をすること（いわゆる任意整理）を受任し、金融業者の取立て

から配当原資を確保して任意整理を公平かつ公正に遂行するために、滞納

会社からその唯一の資産である本件売掛金の信託的譲渡を受けたもので､

本件債権譲渡は実質的にみて滞納会社の一般財産を減少させるものではな

く、Ｘ（国）を害する法律行為とはいえない。ちなみに、租税債権といえ

ども、本件のような任意整理手続においては、優先権を無制約に主張する

ことは許されず、確保された資産からの適正な配当により満足するべきで

ある。また、滞納会社及びＹ(1)は、債権譲渡に際し、滞納会社の財産をで

きる限り確保し任意整理によってＸ（国）を含む多数債権者に平等な債務

の返済をすることを望んでいたにすぎないから、詐害の意思はなかった。」

と反論した。 

（２）判決要旨 

債務者が任意整理の配当原資確保の目的でその受任者に対してなす財産

の信託的譲渡であっても、これによって右財産は債務者の一般財産から流

出し、その債権者は右財産に対する強制執行等右財産から弁済を受ける法

的手段を剥奪され、受任者の自発的な支払を期待する他なくなるのである

から、右譲渡は債権者を害する法律行為であるというべきである。 

債務者に詐害意思があるというためには、当該法律行為によって債務者

の財産が減少し、そのために残余の財産をもってしては債権者が債務の弁

済を受け得なくなることを認識しておれば足り、任意整理の目的の故に詐

害意思の存在が否定されるものではない。また、任意整理の受任者がたと

え右目的で債務者から財産の譲渡を受けたとしても、そのことをもって受

任者に詐害の意思がないということはできないことは同断である。 

（３）検  討 

イ 任意整理の配当原資を確保するための信託的債権譲渡は詐害行為か 

詐害行為取消権は、債務者が債権の共同担保（責任財産）の不足する

ことを知りつつ財産減少行為をした場合に、その行為の効力を否認して
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責任財産の保全を図ることを目的とする制度である(112)。そして、詐害

行為取消権の成立要件は、①債務者が債権者を害する法律行為（詐害行

為）をしたこと（客観的要件）と、②債務者及び受益者又は転得者が詐

害の事実を知っていること（主観的要件）、の２つである(113)。 

まず、滞納会社が任意整理を委任した弁護士に対してなした売掛金等

の信託的債権譲渡が債権者Ｘ（国）を害する法律行為に該当するか。 

債権者を害するとは、一般的には、債務者の財産処分行為によって、

その一般財産が減少し、債権の共同担保に不足を生じ、若しくは既に不

足している共同担保の不足がその程度を深め、そのために債権者に完全

な弁済をすることができなくなることである。そして、消極財産の総額

が積極財産の総額を超えること、すなわち債務超過又は無資力となるこ

とが、債権者を害することになるとされている(114)。 

また、債権譲渡も財産譲渡の一形態であるので、詐害行為となること

があり、これが無償又は不当な廉価で譲渡する行為は詐害性が大きいと

いう点において異論がないとされている(115)。 

そうすると、本件の信託的債権譲渡は、それ自体は滞納会社から弁護

士Ｙ(1)に対する無償の財産譲渡というほかなく、滞納会社は本件の信託

的債権譲渡によって無資力、無財産となり、滞納租税の徴収が困難にな

っているのであるから、本件の信託的債権譲渡は、一般的には、詐害行

為性があると考えられる(116)。 

ところで、本件においては、Ｙ(1)は債権譲渡が行われた事実関係はお

おむね認めた上で、本件債権譲渡は金融業者の取立てから配当原資を確

                                 

（112）奥田前掲「注釈民法（１０）」７７９頁（下森 定執筆）  

（113）奥田前掲「注釈民法（１０）」７９５頁（下森 定執筆）ほか  

（114）奥田前掲「注釈民法（１０）８０６頁（下森 定執筆）、内田 貴著「民法Ⅲ債

権総論・担保物権」（東京大学出版会）２７９頁  

（115）内田前掲「民法Ⅲ」２８４頁、奥田前掲「注釈民法（１０）」８２１頁（下森 定

執筆）  

（116）最高裁昭和４２．６．２９判決・判例時報４９２号５５頁、  
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保して任意整理を公平かつ公正に遂行するためになされたものであるの

で、Ｘ（国）を害する法律行為とはいえないと主張した。 

任意整理においては、一部の強硬な債権者の取立てや強制執行を回避

して、全債権者に対する公平な配当の原資を確保する方法として、売掛

金等の債権を債権者代表や弁護士に信託的に譲渡することが行われる(117)。

そのような趣旨で行われた本件の信託的債権譲渡は詐害性がないといえ

るかである。 

判例は、生計費及び教育費のための借金についてされた譲渡担保の設

定は、「たとい共同担保が減少したとしても、その売買価格が不当に廉

価であったり、供与した担保物の価格が借入額を超過したり、または担

保供与による借財が生活を営む以外の不必要な目的のためにする等特別

の事情のない限り、詐害行為は成立しない」(118)として、詐害性のある

法律行為であっても、その行為の「目的・動機の正当性」（生計費・教

育費を調達するために必要な担保供与行為であること）と、「手段・方

法の相当性」（担保物の価格が借入額を超過していないこと）という特

段の事情がある場合には、詐害性を否定している(119)。 

それでは、本件における配当原資を確保する目的の信託的債権譲渡が、

判例のいう「目的・動機の正当性」があり、「手段・方法の相当性」に

該当するかである。 

一部の強硬な債権者の取立てや強制執行を回避して、全債権者のため

の配当原資を確保するための信託的債権譲渡は、任意整理が公平かつ公

正に実行される限りにおいては「目的・動機の正当性」が存在するよう

に思われる。しかし、一部の債権者がいち早く自己の債権の満足を図る

など、任意整理が公平かつ公正に実行されない場合は「目的・動機の正

                                 

（117）高木・中村前掲「私的整理の実務」１１３頁及び１３３頁  

（118）最高裁昭和４２．１１．９判決・民集２１巻９号２３２３頁  

（119）最高裁判所判例解説・民事編・昭和４２年度６０２頁（奈良次郎執筆）、最高裁

判所判例解説・民事編・昭和４４年度１１００頁（横山 長執筆）  
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当性」は存在しないであろう。 

特に、Ｘ（国）は、国税徴収法により租税債権全額を徴収しなければ

ならず、任意整理に参加して、租税債権の減免や猶予等をすることがで

きないから、本件債権譲渡はＸ（国）の徴収手段を剥奪し、少なくとも、

Ｘ（国）に対する関係においては、本件債権譲渡は、「目的・動機の正

当性」と「手段・方法の相当性」という特段の事情がなく、Ｘ（国）を

害する法律行為ということになろう。 

次に、債務者（滞納会社）と受益者（弁護士）が本件債権譲渡が債権

者Ｘ（国）を害することを知っていたかである。 

債務者の詐害の意思については、当該法律行為が詐害行為となること

を認識することで足りるとするのが通説である(120)。判例は、債務超過

の状態にある債務者が、特定の債権者だけに優先的に債権の満足を得さ

せる意図のもとに行なった債権譲渡については、受益者と「通謀」があ

ったことを要件としており(121)、特定の債権者のために抵当権を設定す

る行為については、単なる認識でもよい(122)としている。すなわち、債

務の弁済のための債権譲渡という詐害性の弱い行為については通謀を要

件として､抵当権設定という行為自体がいわば通謀による優先弁済に等

しい行為については単なる認識でもよいとしている。つまり、判例は、

主観的要件は独立した要件ではなく、行為の詐害性との相関において判

断されるものであるとし(123)､各事案につき個別的に行為者の主観的事

情と客観的態様を総合的に検討した上、その行為が正当として是認しう

るかという観点に立って、詐害行為の成否を判断しているようである(124)。 

                                 

（120）奥田前掲「注釈民法（１０）」８１０頁（下森 定執筆）  

（121）最高裁昭和４８．１１．３０判決・民集２７巻１０号１４９１頁  

（122）最高裁昭和３５．４．２６判決・民集１４巻６号１０４６頁  

（123）内田前掲「民法Ⅲ」２８２頁、奥田前掲「注釈民法（１０）」８１１頁（下森 定

執筆）  

（124）最高裁判所判例解説・民事編・昭和４８年度２８１頁（斎藤次郎執筆）  
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受益者の詐害の意思については、学説、判例とも、一般的には単なる

認識で足りるとしている(125)。また、債務者について通謀が要求される

類型の詐害行為にあっては、受益者についても認識以上の意思が必要と

なるとされている(126)。 

さて、本件の事実関係をみると、滞納会社の代表者は、本件債権譲渡

のおよそ２か月前に、滞納国税の納付のために滞納会社振出しの約束手

形１２枚をＸ（国）に提供していること、滞納会社の代表者が滞納会社

の資産負債の内容を明らかにした上で本件債権譲渡をしていることから、

Ｙ(1)も滞納国税の存在を知っていたと思われる。 

そこで、Ｙ(1)は、この事実関係は争わず、「租税債権といえども、任

意整理手続においては、優先権を無制限に主張することは許されず、確

保された資産からの適正な配当により満足すべきである、滞納会社とＹ

(1)は本件債権譲渡に際し、滞納会社の財産をできる限り確保し任意整理

によってＸ（国）を含む多数の債権者に平等な債務の返済をすることを

望んでいたにすぎないから、詐害の意思はなかった。」と主張した。 

ところで、本件債権譲渡は無償による譲渡であるから、詐害性の強い

行為であり、判例によれば、債務者及び受益者の詐害の意思は、本件債

権譲渡により滞納国税の徴収が困難になるとの認識で足りることになり、

滞納会社、Ｙ(1)ともに、詐害の意思があったことになる。 

仮に、滞納会社とＹ(1)とが滞納会社の財産をできる限り確保し任意整

理によってＸ（国）を含む多数の債権者に平等な債務の返済をすること

を望んでいたとしても、滞納国税は国税徴収法にしたがって全額を徴収

しなければならず、任意整理に参加して、税額の免除とか納付の猶予を

する余地は全くないのであるから、滞納会社、Ｙ(1)ともに、詐害の意思

                                 

（125）大審院昭和８．５．２判決・民集１２巻１０５０頁、奥田前掲「注釈民法（１０）」

８１３頁（下森 定執筆）  

（126）内田前掲「民法Ⅲ」２８５頁、我妻 榮著「新訂債権総論（民法講義Ⅳ）」（岩

波書店）１９１頁  
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がなかったとはいえないことになる。 

したがって、任意整理における信託的債権譲渡は、客観的要件、主観

的要件ともに満たすことになり、たとえ一般債権者に対する公平かつ公

正な任意整理のためのものであっても、租税債権者に対する関係におい

ては詐害行為が成立するといわざるをえない。 

ロ 債権譲渡の取消しと第三債務者に対する直接請求の可否 

詐害行為が取り消された後の原状回復の方法については、現物返還が

原則であり(127)、目的財産が処分されて被告の手元に存在しないときは

例外として価格賠償が認められている(128)。そして、目的財産が不動産

などの登記・登録を伴うものについては、受益者名義の登記等を抹消し

て債務者名義に戻す方法が採られてきた(129)。詐害行為の目的物が金銭、

動産の場合には、取消債権者への直接引渡しが肯定されている(130)。 

それでは、債権譲渡が詐害行為として取り消された場合には、その原

状回復はどのようになるのであろうか。 

まず、債権の譲受人が第三債務者から譲受債権を取り立てていない場

合には、詐害行為取消権の効力として、取消債権者は第三債務者に対し

て、取消しによって復帰する債権についてその履行を求めることができ

るとする見解（131）と、取消債権者は債務者に代位して第三債務者に直接

その支払いを求めることができず、取消債権者は譲受人に対して債権譲

渡が詐害行為として取り消された旨を第三債務者に通知することを求め

                                 

（127）最高裁昭和５４．１．２５判決・民集３３巻１号２５頁ほか  

（128）奥田前掲「注釈民法（１０）」８５２頁（下森 定執筆）、大審院明治４．３．

２４判決・民録１７軒１１７頁ほか  

（129）奥田前掲「注釈民法（１０）」８５１頁（下森 定執筆）、大審院昭和７．８．

９判決・民集１１巻１７０７頁ほか  

（130）奥田前掲「注釈民法（１０）」８４９頁（下森 定執筆）、最高裁昭和３９．１．

２３判決・民集１８巻１号７６頁ほか  

（131）大阪高裁昭和３９．２．２４判決・判例時報３７９号３４頁、東京地裁昭和６０．

９．１９判決・判例タイムズ６４１号１３１頁  
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ることができるとする見解(132)とがある(133)。 

前者の見解によれば、取消債権者は第三債務者から目的債権の支払い

を受けることができるが、後者の見解によれば、取消債権者は詐害行為

取消判決とは別の債務者に対する債務名義によって債務者に復帰した債

権を差し押えて取り立てることになる(134)。 

本件におけるＸ（国）は、後者の見解を前提として、債権譲渡された

売掛金を債権差押えをした上で、譲受人Ｙ(1)と第三債務者Ｙ(2)を被告

として、債権譲渡の取消しと目的債権の自己への直接支払い（差押えに

よる取立て）を請求したが、第三債務者Ｙ(2)が争わなかったことから、

それがそのまま認められている。 

この場合の債権差押えは、目的債権の自己への直接支払い（差押えに

よる取立て）を求めるために、債権譲渡が詐害行為として取り消され、

その判決が確定することによって滞納者に復帰する債権（条件付債権）

の差押えであったと考えられる(135)。 

次に､譲受人がすでに譲受債権を取り立てている場合は、価格賠償しか

なく、取消債権者は譲受人に取り立てた債権相当額を直接自分に支払う

よう求めることができると考えられる(136)。 

 

２ 任意整理における信託的債権譲渡に対する詐害行為取消請求が権利の濫用

として許されないとされた事例(137) 

                                 

（132）東京高裁昭和６１．１１．２７判決・判例タイムズ６４１号１２８頁、東京地裁

平成元．５．２４判決・判例時報１３５１号７４頁  

（133）租税事件訴訟研究会前掲「徴収訴訟の理論と実務〔改訂版〕」１１４頁  

（134）荒木新五編著「判例便覧・詐害行為取消権」（商事法務研究会）３８、３９頁  

（135）租税事件訴訟研究会前掲「徴収訴訟の理論と実務〔改訂版〕」１０８頁の（注６）

及び１１３頁  

（136）最高裁昭和３９．１．２３・民集１８巻１号７６頁、東京地裁平成元．５．２４

判決のコメント・判例時報１３５１号７５頁  

（137）東京地裁平成１０．１０．２９判決・金融商事判例１０５４号５頁（確定）  
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（１）事案の概要 

債務会社が支払不能の状態に陥り、倒産が必至となったので、弁護士Ｙ

と相談した結果、任意整理による倒産処理を行うことになった。 

債務会社の主要な資産は未回収の請負代金債権であったが、これが債務

会社の銀行預金口座に振り込まれてしまうと銀行から相殺されて一般債権

者に対する配当財源が確保できなくなるおそれがあったため、債務会社は

未回収の請負代金債権すべてを弁護士Ｙに信託的に譲渡する契約を締結し

た。 

弁護士Ｙは、信託的譲渡を受けた請負代金債権を回収して、受領した金

銭を他と区別して保管し、この金銭はすべて債務会社の債権者に対する弁

済など債務会社の任意整理のための資金として使用している。 

このような状況の中にあって、債務会社の一般債権者であるＸが、債務

会社から弁護士Ｙへの本件債権譲渡が詐害行為に該当するとして、債権譲

渡の取消しと弁護士Ｙが受領した請負代金債権の回収金のＸへの支払いを

求めた。 

（２）判決要旨 

① 本件任意整理における一般債権者に対する配当見込額は債権額の数

パーセント程度にすぎない中にあって、Ｘに詐害行為取消しを許すと、

ＸはＹから、総債権者のために、Ｘの債権額の支払いを受けることがで

き、これを債務会社に支払う義務があるが、Ｘはこの支払義務とＸの債

務会社に対する債権とを相殺することができ、結局一般債権者にすぎな

いＸに実質的に債権全額の回収を許すことになる。 

② Ｙは、自己の債権回収のために債権譲渡を受けたものではなく、債務

会社の総債権者の利益のために債権の信託的譲渡を受けたものにすぎず、

回収した債権を財源として、優先債権者の優先権を尊重し、同種の債権

者は平等に取り扱うなど､裁判所における破産管財実務を実施した場合

と同様の配当を実現する任意整理を遂行中である。 

③ 優先債権者ではなく一般債権者であるＸの権利が本件任意整理にお
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いて無視された事情は存在しない。また、本件任意整理においては、関

係者の一部に有利あるいは不利になるような取扱いがされたことはない。 

④ Ｙはすでに譲受債権を回収しており、その回収金を原資として従業員

の賃金債権などの優先債権がすでに支払われている事情もあり、詐害行

為取消しを許すと、単に債権譲渡契約を締結したのみで、未だ譲受債権

を回収していない場合と異なり、回収した金銭の返還義務を弁護士個人

として負うことになり、Ｙに不当に過酷な負担を課する。 

以上の事情を総合勘案すると、仮に本件債権譲渡が詐害行為取消しのた

めの形式的要件をすべて満たすとしても、Ｘによる詐害行為取消しは権利

の濫用として許されない。 

（３）検  討 

本件債権譲渡は任意整理の配当原資を確保するための信託的譲渡である

が、本件は、任意整理が裁判所の破産手続に準じた形で、公平かつ公正に

進行中であり、この任意整理に格別の問題は認められないこと、譲受債権

はすでに回収済みであること、原告Ｘは一般債権者にすぎないことなどの

事情がある。 

任意整理の配当原資を確保するための信託的譲渡であっても、一般的に

は詐害行為に該当することは、本節の１の事例で検討したとおりである。

本件において検討すべき事項は、本件における上記のような事情の中にあ

っても、なお、本件債権譲渡が詐害行為に該当するか、である。 

まず、客観的要件として、本件債権譲渡が債権者を害する法律行為に該

当するか。 

本件債権譲渡は、弁護士Ｙに対する無償の譲渡であり、債務会社の主要

な資産である請負代金債権が債務会社から流出したことによって、原告Ｘ

は債権の満足を受けられなくなったのであるから、本件債権譲渡は詐害性

のある法律行為ということになるであろう。 

しかしながら、本件債権譲渡は、任意整理の配当原資を確保するための

信託的債権譲渡であり、任意整理が裁判所の破産手続に準じた形で、公平
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かつ公正に進行しており、関係者の一部に有利あるいは不利になる取扱い

がされたことはないと認められるというのであるから、判例(138)のいう「目

的・動機の正当性」があり、「手段・方法の相当性」に該当する特段の事

情もあり、詐害性が否定されると考えることもできよう。また、原告Ｘは、

一般債権者に対する配当率に従って公平な配当を受けることができるので

あるから、実質的には、原告Ｘの債権は害されているとはいえないとみる

こともできよう。 

次に、主観的要因であるが、任意整理のための債務者の財産の信託的譲

渡については、「債権者を害する意図の見られない場合には、有効であり、

否認権の対象にもならないと解すべきであろう。」(139)という見解、ある

いは、「私的整理が適正に実施されるかぎり債権者の利益は害されず、む

しろ債権者全体としてみれば、個別的強制執行や破産手続によるよりも、

利益を受けるのであるから、常に詐害の意思が成立するという考え方は、

不当である。」(140)という見解がある。 

本件においては、優先債権者の優先権を尊重し、同種の債権を有する複

数の債権者は平等に取り扱うなど、公平かつ公正な任意整理が進行してい

るのであるから、優先債権者は優先権が尊重され、一般債権者は全額の満

足は得られないが、公平かつ公正な配当が受けられるのであるから、債務

会社と弁護士Ｙに詐害の意思(141)はなかったとみることもできる。 

そうだとすれば、本件債権譲渡は、一般債権者であるＸに対する関係で

は、実質的には詐害性のない法律行為とみることもできるのではないだろ

うか。 

                                 

（138）最高裁昭和４２．１１．９判決・民集２１巻９号２３２３頁  

（139）四宮和夫著「信託法〔新版〕」（法律学全集）１５０頁  

（140）伊藤前掲「私的整理の法理（上）」判例タイムズ４４０号１６頁  

（141）判例は、債務の弁済のための債権譲渡という詐害性の弱い行為については、主観

的要件について、通謀という強い要件を要求している（最高裁昭和４８．１１．３０

判決・民集２７巻１０号１４９１頁、内田前掲「民法Ⅲ」２８２頁）。  
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なお、本件判決は、「仮に本件債権譲渡契約が詐害行為取消権行使のた

めの形式的要件をすべて満たすものであったとしても、原告による本件詐

害行為取消権の行使は権利の濫用として許されない」とした。その根拠と

するところは、本件においては、優先債権者の優先権が尊重され、同種の

債権者は平等に取り扱うなど、任意整理が裁判所の破産手続に準じる形で、

公平かつ公正に処理されており、原告Ｘに詐害行為の取消しを許すと、一

般債権者にすぎない原告Ｘに債権全額の回収を許すという不当な結果にな

るということであろう。 

 

第３節 任意整理における信託的債権譲渡に対する詐害行為取消しの問題 

 

１ 譲渡債権が配当済みである場合の詐害行為取消しは権利の濫用か 

任意整理の配当原資を確保するための信託的債権譲渡を詐害行為として取

消請求する時期としては、譲渡された債権が譲受人である弁護士によりまだ

取り立てされていない場合、取立済みであるが弁護士が保管している場合、

取り立てて配当済みである場合、が考えられる。 

当該法律行為の詐害性の判断の基準時は、第一に、当該法律行為の時に害

し、第二に、取消権を行使する時（事実審の口頭弁論終結時）にも害する状

態が存在しなければならないとするのが、通説、判例である(142)。また、債

務者の詐害の意思は詐害行為の時に、受益者又は転得者の詐害の意思は詐害

行為の時又は転得の時に存在することが必要であるとするのが、通説、判例

である(143)。 

当該行為が詐害行為かどうか、債務者と受益者に詐害の意思があるかどう

かは、まず当該行為の時を基準に判断され、次に取消訴訟を提起する時にも

害する状態が存在することが必要であるから、取消訴訟を提起する時期によ

                                 

（142）奥田前掲「注釈民法（１０）」８０９頁（下森 定執筆）  

（143）奥田前掲「注釈民法（１０）」８１２頁、８１３頁（下森 定執筆）  
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って、詐害行為取消権が成立するか否かの判断が異なることはないと考えら

れる。 

また、判例によると、詐害行為取消権による財産回復義務は、譲受財産を

所有することから生じるものではなく、債務者の財産を脱漏させた責任に基

因するものである(144)から、任意整理の配当原資を確保するために信託的譲

渡を受けた債権を取り立て、債権者に配当し、取り立てた金銭が手元に残っ

ていないとしても、譲受人である弁護士は取り立てた金銭の賠償を免れない

と考えられる。 

そうすると、任意整理の配当原資を確保するための信託的債権譲渡が取り

消され、取消債権者である租税債権者に対して取り立てた金銭の支払いが命

じられると、その支払いは弁護士個人が負担しなければならなくなるが、弁

護士は任意整理の配当原資として債権譲渡を受けたものであり、自己の利益

のために債権譲渡を受けたものではないことからすると、これは弁護士に過

酷な負担を課すものであり、この場合の取消請求は権利の濫用として許され

ないのではないかという疑問がある。 

ところで、権利濫用とは、外形上は権利の行使のようにみえるが、具体的

な場合に即してみるときは、権利の社会性に反し、権利の行使として是認す

ることのできない行為であり、それゆえ権利の行使としての法律効果が生じ

ないとされている(145)。そして、権利濫用と判断する一般的な基準としては、

                                 

（144）大審院明治４４．３．２４連合部判決・民録１７軒１１７頁は、譲り受けた山林

を転売した事案について、債務者の財産を脱漏させたという行為についての責任で

あるから受益者は財産を転売しても責任を免れず、受益者は其の財産の回復に代え

てこれを賠償することを要するとした。最高裁昭和３５．４．２６判決・民集１４

巻６号１０４６頁は、抵当権の設定を受け、さらにこれを無償で譲渡した事案につ

いて、その財産の回復義務は受益者または転得者が詐害行為によって債務者の財産

を脱漏させたために生じた責任に基因するものであるから、其の財産を他人に譲渡

したからといってこれを免れるものではなく、また財産譲渡の結果利得の残存する

と否とを問うものではないと判示している。  

（145）我妻 榮著｢新訂民法総則（民法講義Ⅰ）｣(岩波書店)３５頁、幾代 通著「民法

総則〔第二版〕」（現代法律学全集５）１６頁  
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「権利」を行使する方の害意とか不当な利益を獲得しようとする意図も大き

なファクターとして考慮されるが、そのような事情とともに、あるいは必ず

しもそのような事情がなくても、たとえば、権利濫用と判断した場合に「権

利」を行使する方が実質的に不当な不利益を被るか否か、逆に、正当な権利

行使と認めたと仮定した場合に、相手方が受けるであろう不利益の質や量な

どの点について判定されるとされている(146)。 

さて、譲渡された債権が取立済みで、配当された後における取消請求を権

利濫用として許されないとした場合には、租税債権者は優先債権である租税

の徴収が不可能になるという不利益を被ることになる。これに対して、正当

な権利行使と認めたと仮定した場合には、譲受人である弁護士は取り立てて

配当した金銭の賠償という不利益を負うことになる。 

弁護士は滞納会社の資産負債の内容を熟知した上で任意整理を受任するの

が通常であり、信託的債権譲渡を受けることにより滞納租税の徴収が困難に

なることを認識していたといえるから、優先債権である租税を排除した信託

的債権譲渡が詐害行為として取り消されることは当初から予測できたことで

あり、租税を納付することによって詐害行為取消請求を回避することが可能

であったといえよう。また、仮に、弁護士が倒産企業が租税を滞納している

ことを知らないで任意整理を受任したとしても（この場合も、信託法１２条

によって詐害行為として取消しができる。）、倒産企業が租税を滞納してい

る例は多く、職業柄、これを確認しなかったことは弁護士として重大な過失

といえよう。 

そうすると、弁護士の負担する不利益は、当初から予測できたことであり、

回避がしようと思えば回避できたことであるから、やむを得ないものであろ

う。したがって、譲渡された債権が取立済みで、配当された後における取消

請求であっても、それが信義に反するような特別の事情がない限り、権利の

濫用とはいえないであろう。 

                                 

（146）幾代前掲「民法総則〔第二版〕」１８頁  
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２ 配当を受けた債権者に対する追及の可否 

任意整理における信託的債権譲渡を受けた弁護士は、譲受債権を取り立て

て滞納会社の債権者に配当することになるが、配当を受けた債権者を転得者

として、配当額の返還を求めることはできないであろうか。 

この場合、問題となるのは、配当を受けた債権者が、配当を受けた時に、

滞納会社から弁護士に対する信託的債権譲渡によって租税の徴収が困難にな

っていることを認識していたかどうかである。 

当該債権者の関心は、信託的債権譲渡による配当原資がどれだけあり、自

分がどれだけの配当を受けることができるかである。債務者が租税を滞納し

ているかどうか、租税の徴収が困難になっているかどうかについては関心が

なく、また、債務者又は弁護士からの説明がない限り知り得ないのが通常で

ある。そうすると、一般的には、配当を受けた債権者は詐害の意思がないと

いうことになろう。 

また、信託法１２条１項は、債務者が債権者を害することを知りて信託を

なした場合は、受託者が善意であっても、詐害行為取消権を行使できると規

定している。そして、同条２項は、当該信託が詐害行為として取り消された

場合において、受益者が利益を受けた時債権者を害することを知らなかった

ときは、受益者がすでに受けたる利益には影響を及ぼさない旨を規定してい

る。したがって、一般的には、配当を受けた債権者を転得者として、配当額

の返還を追及することは困難であろう。 

ただし、配当を受けた債権者が滞納会社と特殊な関係にある者で、租税の

徴収が困難になっていることを熟知しているような場合とか、任意整理の受

任者である弁護士から、優先債権である租税には納付しないで一般債権者に

配当するので後日詐害行為取消訴訟により返還を請求されるおそれがある旨

の説明を受けていた場合には、転得者として配当額の返還を求めることがで

きるのではないかと考える。 
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